
原子力用タービン発電機技術発展の系統化調査
Historical Development of Turbine Generators for Nuclear Power Plants

■要旨

日本の発電事業は明治20年頃に照明用直流電源の石炭炊き小規模・分散型火力発電に始まり、やがて水力によ

る交流電力を高電圧・長距離送電する「水主火従」時代へと移行した。大正時代後期から第二次世界大戦までの

需要急増には「水火併用」で対応し、戦後復興による需要増に応え新鋭火力プラントが相次いで建設され、1961

（昭和36）年には発電の主役は再度火力となり急成長していった。

しかし、その後発生した公害問題、2度の石油危機から総発電力量の約75%を担う火力プラントの運用・建設が

困難となり、「省エネ」と「脱石油」へと大きく転換した。この状況下で原子力発電の積極的開発の必要性が増大

してきた。一次エネルギーの石油依存度を50%以下とする基本方針が打ち出され、これを受けて電源のベストミ

ックスを目指し、「原主油従時代」へ向けた路線変更となった。

日本の原子力発電は、既に1954（昭和29）年頃から次世代電気エネルギー源としての検討が開始され、1955

（昭和30）年に『原子力三法』が成立し、商業規模の発電プラント建設の受け皿として1957（昭和32）年に日本

原子力発電株式会社が創立され、当時運転実績の多いコールダーホール改良型（GCR）を導入した東海発電所が

1967（昭和42）年7月16日166MW全出力運転に入り、日本の原子力開発の一頁を飾った。

国のエネルギー政策に沿った原子力電源開発により、総発電力量に占める比率はその経過年数に比例するかの

様に順調に伸長し最大36.8%（平成10年）に達している。現在、運転中54基（2005年末）で総設備容量4,822.2万

kWを有し、米、仏に続き世界的にも3番目の設備容量であり、建設中2基、着工準備中12基がある。プラント容量

も輸入機器による166MWから始まり、現在は国産・自主技術による最大1,380MWプラントが実現し、今や日本

の原子力発電プラントは、プラント容量、運転性、信頼性、運転稼働率、安全性において世界的にもトップレベ

ルにあり、国、電力、メーカの一体感ある取組みの成果である。

原子力発電プラントの中で、発電機は最後のエネルギー変換装置として重要な機器であり、プラント全体との

協調を図りつつ要求ニーズに応えながら発展してきた。基本的には、タービン・発電機などの2次系は火力発電プ

ラント技術で対処でき、しかも回転速度が火力機の半分であり回転部の設計上の制限は比較的少なく、タービ

ン・発電機がプラント容量を制限することはない。しかし、長距離・大電力送電、一定出力運転など原子力プラ

ントの特殊性に起因する電力系統運用上の課題があるが、それらへの対応技術が確立され電力系統の中で確固た

る地位を確保している。

日本における原子力発電プラントの著しい進展は、エネルギー政策、1次系技術、タービン技術、およびプラン

ト運用、それに社会情勢などの影響を色濃く受けて発展してきていることから、まず原子力発電プラントについ

て調査し、その関連で、タービン発電機技術進展の経緯と革新的な技術・製品について調査し系統化する。

さらに、原子力発電は利点も多いが解決しなければならない問題・課題もある。そのひとつがプラント運転稼

働率の向上と高信頼性の実現である。原子力発電システムの発展過程で発生した事故を風化させることなく、真

因を徹底的に究明し、慎重に対処し解決する中で「負の遺産」を「正の資産」に変え、原子力発電プラント信頼

性の向上を図ってきた。しかし、現実に起きた重大事故は、巨大エネルギーの扱いを一歩間違えると制御不可能

となり地球規模で環境汚染する事実を教えてくれており、今後とも最優先で取組まなければ課題である。原子力

関係者による多くの取組みがあり、これらの取組みも取り上げた。
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■ Abstract
Electricity generation in Japan began in the late 1870s with small-sized and dispersed coal firing thermal power generation was introduced as a
DC power for lighting. Later, Japan entered an era in which hydroelectric power superseded thermal power as the main power source, and high
voltage and long distance transmitted AC power was produced at hydraulic power stations.

Thermal and hydraulic power generations were combined to respond to the rapidly increasing electricity demand from the early 1920s through to
the 2nd World War, and advanced thermal power plants were built one after another to respond to the massive demand due to reconstruction after
the war. By 1961, thermal electric power had become again the main power source and growth continued at a rapid pace. 

The environmental problems that arose later, however, in addition to two oil crises, created difficulties in the construction and operation of ther-
mal power plants, which supplied about 75% of the total electricity, and Japan developed a new focus on energy saving and shift away from oil.
These circumstances increased need for the aggressive development of nuclear power generation. The Japanese government laid out a new basic
policy calling for the oil dependency as a primary energy source to be below 50%, and aiming for the best mix of electric power sources, the gov-
ernment changed its course to enter an era in which nuclear power was the primary and oil the secondary source of electric power. 

Feasibility studies targeting nuclear power as a source of next-generation electric power had already begun in 1954, and the "Three laws of
nuclear power" (the Atomic Energy Basic Law, the Atomic Energy Commission Establishment Law, and an amendment to the Law on the
Establishment of the Prime Minister's Cabinet) were put into effect in 1955. The Japan Atomic Power Co. was established in 1957 to be engaged in
the construction of a commercial-use nuclear power plant, and a Gas Cooled Reactor, which was much experienced at the time, was installed at the
Tokai Power Station, going into 166MW of full load operation on July 16, 1967. This marked the beginning of nuclear power development in Japan. 

As a result of the development of nuclear power generation in keeping with the energy policies of the Japanese government, the ratio of nuclear
power to total power generation increased steadily with each passing year, reaching a peak of 36.8% in 1998. The 54 nuclear power plants current-
ly in operation (as of the end of 2005) had a total capacity of 48,222MW, the largest capacity in the world after America and France. There are two
plants under construction and 12 under planning. Plant capacity began at 166MW with imported equipments, and the largest plant manufactured
using self established technologies is 1,380MW. Japanese nuclear power plant are now classified as the world's top ranking in terms of plant capaci-
ty, operationability , reliability, plant efficiency, and safety, and there is a sense of unity in the framework of government, electric power companies,
and manufacturers. 

Generators play an important role in nuclear power plants as the final energy conversion, and have been developed while responding to require-
ments and at the same time maintaining compatibility with the whole plant equipments. Basically, 2nd system (e.g., turbine/generator) can be manu-
factured by thermal power plant technologies. The rotating speed is half that of thermal plant generator and the design limitations of rotating parts
are relatively less, so turbine/generator units do not limit the plant capacity. There are several issues related to power system operations due to
specific characteristics of nuclear power plants, such as constant load operations and long-distance / high power transmissions, but technologies
have been established to solve these issues, and nuclear power has secured a position in the power system. 

The remarkable development of nuclear power plants in Japan has been strongly affected by numerous factors, including government energy
policies, reactor technologies, turbine technologies, and plant operations, as well as social trends. We will first survey nuclear power plants, and
then investigate the historical development of turbine generator technology, innovative technologies and products. 

Nuclear power has many advantages, but there are many problems and issues that must be resolved. One of these is achieving of plant availabil-
ity with high reliability together. Much effort has been made to learn from the troubles that have occurred through the progress of nuclear power
generation systems, by clearly identifying the root causes and thoughtful conduction of countermeasures, thereby changing "negative legacy" into
"positive assets," and improving reliability of nuclear power plants. The major accidents that have actually occurred, however, have taught us the
fact that one misstep in handling this vast energy source lead to an out of controlled situation resulting in environmental pollution on a global
scale. This issue is one that must be given the utmost priority hereafter. Many other issues that participants of nuclear power have challenged will
be also examined.
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原子力発電用動力炉は、基本開発計画から商用炉計

画まですべて国の主導で、特に被爆体験国としての国

民感情に十分配慮し、信頼性・安全性を最大重視して

推進されてきた。したがって、原子力発電プラントは、

エネルギー政策、1次系技術、タービン技術、および

プラント運用、それに社会情勢などの影響を色濃く受

けて進展してきた。

原子力発電プラントおよび機器技術は日本にはな

く、黎明期は運転実績のある海外プラントを導入し、

将来の国産化をにらみ計画、契約、技術評価段階から

積極的に人材を投入してエンジニアリング力を蓄え、

さらに建設・組立・試運転の経験を通して技術を吸収

した。さらに、発電所の保守・点検を担当することで

一層技術力を高め、不具合部・劣化部の原因追及や恒

久対策を検討するなかで自主技術を確立していった。

この様に、導入段階から技術の国産化を意識した取組

みにより比較的短時間で国産化が実現し、最終的には

炉心を含む原子炉本体にいたるまで自主技術による改

良を図り「日本形軽水炉」を完成した。

したがって、タービン発電機技術進展の経緯と革新

的な技術・製品の他に、原子力発電プラントレベルで

の課題や対応技術についても調査し系統化する。

第2章では電気事業の推移と原子力発電の進展につ

いて、胎動から積極推進までの事業的観点からみた経

緯を概観する。第3章では日本における動力炉の発展

経緯について、日本原子力研究所JPDR（動力試験炉）

を始めとして、日本原子力発電 東海発電所ガス炉

166MW、敦賀発電所1号沸騰水型357MW、関西電力

美浜発電所1号加圧水型340MW、東京電力 福島第一

発電所1号沸騰水型460MWの各プラントの建設の経緯

を詳述し、導入技術習得の取組みを振り返ってみる。

現在、日本では軽水炉のみが採用されているが、世界

的には各種の炉型があり、これら実用されている炉の

得失を整理する。そして、動力炉を主に日本における

原子力プラント技術の経緯を述べる。第4章ではター

ビンについて、蒸気条件から低速回転機が採用される

理由と原子力用タービンの特徴を述べる。第5章では

原子力用4極タービン発電機の設計上の特徴を2極機と

の比較で整理し、その構造的な特徴、主要な大容量化

技術を述べる。さらに、運用上の課題と解決技術につ

いて詳述する。第6章では、原子力発電プラントとし

て解決済の技術的、事業的な主要課題について、その

原動力となった事象、社会的ニーズについて考察する。

そして、第7章では今後の課題と対応について、その

方向性を洞察する。

1 はじめに
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明治時代後期から近代国家として工業化が急速に進

むにつれて、電気事業は著しい発展を遂げた。戦争を

契機に経済発展し、また軍需産業の躍進から工業化が

一層進み、そのエネルギー源としての電気は急速な需

要増加に応える形で発展してきた。第二次世界大戦後

の約10年間は電気事業も混乱期にあり、この間に電気

事業の再編成や電源開発株式会社の設立などがあり、

その後の電力拡充政策を推進する契機となった。

戦後復興にともない、日本経済は昭和30年代初めか

ら高度成長期を迎え、昭和40年代後半の石油危機まで

続いた。1955（昭和30）年から昭和48（1973）年まで

の実質経済成長率は平均9.5%／年と海外にも例を見な

い極めて高い成長を遂げ、電力需要も平均12.4%／年

と大幅な伸びを続けた。特に、電灯、業務用など民生

需要の伸びが大きく、さらに冷房設備も次第に普及し

ていったが、負荷率1の低下をきたした。電源開発の

新規着工規模も増大したが昭和40年代後半になると公

害、環境問題がクローズアップし、電源立地難とNOx

規制による新規火力発電所建設の抑制などにより需要

が逼迫し、電力各社は節電要請や負荷平準化などの対

策に努力した。

一次エネルギーとしてそれまでは水力、石炭が大部

分を占めていたが、昭和30年代中頃から中東地域の大

油田開発により石油の経済性が急速に高まり、石油依

存へとエネルギー源の大きな転換をみることになった。

電力需要増に対し、技術進歩が著しく、経済性に優

れた大容量重油専焼火力を中心に電源開発が推進され、

1963（昭和38）年末には「火主水従」へと転換した。

昭和40年代における電源開発の中心は、ベース負荷

を担う大容量・高効率火力発電所の建設と夏季ピーク負

荷の調整機能を持つ大容量揚水発電所、そして将来の電

源構成の主体と目される原子力発電所の建設であった。

しかし、昭和40年代後半になって大規模電源開発に

よる大気汚染問題がクローズアップし、1967（昭和42）

年に『公害対策基本法』が制定され、翌年には『大気

汚染防止法』が公布され、その後も環境基準が強化さ

れた。

さらに、大気汚染問題に端を発した立地反対運動に

より電源開発調整審議会で着工決定できない発電所が

次第に増え、さらに着工決定しても建設できない発電

所もでてきた。電力の事業環境は一段と厳しさを増し、

地域・環境との調和が要求されるようになった。

原子力発電は、1954（昭和29）年頃から次世代エネ

ルギー源として検討され始め、1955（昭和30）年12月

『原子力基本法』、『原子力委員会設置法』、および『総

理府設置法の一部を改正する法律』の所謂『原子力三

法』が成立した。次いで商用原子力発電の推進母体と

して9電力会社、電源開発、産業界の共同出資による日

本原子力発電株式会社（以降、原電と称す）が設立さ

れた。同社は英国コールダーホール型改良炉を採用し、

東海発電所で1967（昭和42）年7月16日166MWの全出

力運転に入り、日本の原子力開発史の一頁を飾った。

大容量重油専焼火力中心の電源開発推進により生じ

た問題に直面し、将来の電源開発を模索するなかで、

1973（昭和48）年秋に第1次石油危機が発生した。総電

力量の約75%を占める火力発電の燃料確保が困難となり

規制された。この石油危機を契機に電力需要も省エネ

ルギーと脱石油電源の開発へと大きく転換した。さら

に、日本経済は低成長時代に入り、電力会社は設備の

効率化・自動化、業務の機械化などの経営的努力の他、

石油価格高騰下で脱石油、電源多様化要請に伴う原子

力発電、LNG導入による電源開発の取組みが始まった。

さらに、1979（昭和54）年のイラン革命に端を発し

た第2次石油危機を迎え、電力の事業環境は一層厳し

さを増し、その対策として、

・石油供給国の多元化

・エネルギー供給源の多様化および将来性

・輸送、備蓄の難易

・経済性

等を検討した結果、長期対策として原子力発電が最も

有効であるとの結論に達した。原子力発電は以下の特

長があり、主要電力会社が中心的に原子力発電の推進

を図った。

・燃料所要量が極めて少量でよく、かつ輸送、貯蔵も

2 電気事業の推移と原子力発電の進展

経済成長と需要増加2.1

高度成長期の電気事業と
エネルギー政策の転換2.2

原子力発電の胎動2.3

低成長期の電気事業2.4
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容易である。

・将来にわたって天然資源の有効利用がはかれる。

・技術開発に基づき、経済性の向上も期待できる。

原子力発電の積極開発の必要性が増し、円滑な電源

開発のため1974（昭和49）年に『電源三法』が制定さ

れた。一方、石油代替エネルギーの開発・導入の積極

推進のため、1980（昭和55）年『石油代替エネルギー

の開発および導入促進に関する法律』が制定され、

1990（平成2）年度には石油依存度を約50%に低減す

る「石油エネルギー供給目標」を発表した。

その後見直した1986（昭和61）年の電力長期計画で

は、10年間で発電電力量の構成比を、石油火力16%、原

子力32%、石炭火力12%、LNG火力23%とする目標設定

をした。2度の石油危機を経た電源開発は、電源の最適

構成（ベストミックス）を目指し、「原主油従時代」へ

路線変更した。図2.1に電源別設備構成比の推移を示す。

現在、原子力発電は総電力量の35%を占めるに至っ

ている。1980（昭和55）年代後半以降、地球規模の環

境問題の高まりのなかで、設備利用率の向上、省エネ

ルギーの推進など温室効果ガスの抑制が電気事業にと

っても重要な課題となり、温室効果ガスを発生しない

原子力発電が地球規模の環境問題解決のための重要な

手段と位置づけられたことも原子力発電推進要因のひ

とつである。

2度の石油危機を契機に、先進各国は原子力を始め

とする石油代替エネルギーの導入、省エネルギー対策

を積極的に推進した結果、近年は世界のエネルギー情

勢は急激に変化をすることなく推移している。しかし、

エネルギーをめぐる問題は国際政治や経済情勢の影響

を強く受け、依然として流動的な要素が多いといえる。

中東・アフリカ地域や、アジアのエネルギー供給国に

は依然として不安定要素が存在し、エネルギー供給に

係わる突発的事態発生の可能性があり、この認識でエ

ネルギー問題は常に対処する必要がある。

一方、エネルギー資源は有限で、各資源の確認可採

埋蔵量3に対する可採年数は、石油約41年、石炭約192

年、天然ガス約67年、ウラン約85年と予測している

（図2.2参照）4。

さらに、世界のエネルギー事情は、アジアを中心と

した発展途上国での人口の急増や経済成長による大幅

増が予想され、使い易い石油他の化石燃料の利用が増

え、世界的にその需給が逼迫することが予想される。

エネルギー資源に乏しい日本は、先進国の中でも輸

入依存度が高く、エネルギー資源の約8割（81.0%、ウ

ランを輸入燃料とすると95.9%）になる。特に、消費

エネルギーの約5割（45.7%）を占める石油は、その約

9割を中東地域から輸入している。

これに対し、ウラン資源は政情の安定などから供給

安定性に優れ、また発電過程でCO2ガスの排出がない

ので地球温暖化対策に有効であり、2004（平成15）年

に閣議決定された『エネルギー基本計画』では、安全

確保を大前提に核燃料サイクルを含め基幹電源として

推進することを決定した。日本は、コスト優位性から

も原子力開発を積極推進しているが、このセキュリテ

ィを一層強固にするため、自主的な原子燃料サイクル

が急務である。

この確立には、現在進めている各関連施設の具体化

と共に、濃縮役務コストの低減、再処理の核不拡散政

策との調整や技術面での改良、稼働率の向上など官民

の協力で事業推進に当たらなければならない。

原子力発電の推進2.5

世界のエネルギー事情と
核燃料サイクルの確立22.6

図2.1 電源別設備構成比の推移（電気事業連合会資料）

図2.2 世界のエネルギー資源確認可採埋蔵量
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エネルギーの供給面では、太陽光発電、風力発電な

どの新エネルギーは、エネルギー安定供給の確保につ

ながり、環境負荷の小さいクリーンエネルギーであり、

その開発・推進に最大限取り組む必要がある。しかし、

新エネルギーは長期的には大きな潜在性を有している

が、現時点では設備・工事費が高く、発電コストも従

来型電源に比べ高水準にあるため、一次エネルギーに

占める割合は約1.3%（2002年度）にとどまっている。

このため、諸対策による導入促進を図っており、2004

（平成16）年に取り纏められた「総合エネルギー調査

会需給部会中間報告」では、『電気事業者による新エ

ネルギー等の利用に関する特別措置法』（RPS法とも

呼ぶ）をはじめとする現行施策などの着実な実施によ

り2010年度の新エネルギー導入目標を1,910万kW と設

定している5 。

エネルギー安定供給、コスト低減、社会情勢の変化

に対応した総合政策推進上の技術課題があり、積極的

な取組みと自主技術の向上が必須である。技術開発課

題を次に示す。

（1）エネルギーの安定供給と経済性確保への技術開発

○ 原子力利用技術

○ 石炭利用技術

（2）コスト増抑制のための技術開発

○ 原子力発電コストの低減

○ 負荷平準化策

○ 高効率発電方式

○ 建設費の低減

○ 既存設備の高度利用

（3）社会状勢変化に適応するための技術開発

○ 情報社会への対応

○ 需要開発技術

○ 分散形電源導入のための技術

○ 環境対策技術

これらの課題の内で原子力発電に関る課題は多く、

それだけ原子力発電への期待のあらわれと考えられ

る。今後の原子力発電の一層の発展からみた解決課題

を以下に示す。

・安全性

・国産化の加速

・経済性の改善（プラント容量、建設費）

・立地問題

・環境問題

・PR、運転・保修訓練、運転・監視・診断ロボット

・他発電システムとの協調（原子力一定出力運転に伴

うkW、kVAR、⊿f、⊿V調整）

・プラント利用率の改善

電気事業における技術開発と
原子力発電の解決課題2.8

新エネルギーの開発・導入促進2.7
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1952（昭和27）年に日米講和条約が発効した後、

1953（昭和28）年12月に国連総会でアイゼンハワー米

大統領が「原子力平和利用提案」（Atomic for Peace）

を行い、2トン相当の濃縮ウラン235を各国に分配し、

世界的な原子力平和利用を促進すると提案した。

1954（昭和29）年12月の国連総会は、『原子力平和

利用促進に関する国際協力』を決議した。これは、国

際原子力機関7（IAEA）の設立と原子力平和利用国際

会議の開催（昭和30年第1回ジュネーブ会議）に関す

るものであった。

その結果、米国原子力開発のマンハッタン計画（総

額21億ドル、日本の当時の国家予算総額の1年分）の

技術内容、技術書類が日本の科学者も入手可能となっ

た。これを受け、1954（昭和29）年に基礎研究・調査

のための原子力予算2億3,500万円（当時の国家予算は

一般会計で約1兆円）が成立した。性急な政界の動き

は、各界に大きな反響を呼び、世論、学会とも原子力

開発に懐疑的、批判的であり、政府は内閣の諮問機関、

通産省に検討会を設け、各界の意見を聴取しながら慎

重に原子力開発の準備を進めた。その結果、原子力海

外調査団を原子力開発先進15か国に派遣し、調査団の

報告書は以下の内容であった。

①　日米原子力協定により濃縮ウランを受け入れる。

②　濃縮ウラン小型実験炉の経験に基づき、より大型

の天然ウラン重水型の国産炉（熱出力1万kW）を

建造する。

③　原子力開発体制として統括機関と実施機関を整

備する。

これを受けて日米交渉が開始され、1955（昭和30）

年6月ワシントンで『日米原子力協定』が仮調印され、

米国から20%濃縮ウラン30kg（235Uが6kg）の5年間の

貸与と資材、情報の提供を受けることになった。日本

の原子力センターとなる恒久機関設立に先立ち、暫定

措置として財団法人原子力研究所の設立を決定した。

1955（昭和30）年8月「原子力平和利用に関するジ

ュネーブ国際会議」が開催され、73か国から科学技術

者が参加して論文発表・討論を実施した。

一方、国内の法体制整備も急速に進み、『原子力基

本法』『原子力委員会設置法』『総理府設置法一部改正

法』の『原子力三法』が制定され、1956（昭和31）年1

月1日施行された。『原子力基本法』は、基本方針とし

て、原子力の研究、開発、利用を平和目的に限定し、

民主、自主、公開の3原則を明示した。原子力委員会は、

「原子力利用の政策、関係行政機関の総合調整、同じく

原子力予算の見積と配分、核燃料物質及び原子炉の規

制、障害防止などの事項」について、企画・審議・決

定する権限をもつ機関であり、初代原子力委員長に正

力松太郎（国務相）、委員に石川一郎、藤岡由夫、湯川

秀樹、有沢廣巳の各氏が任命された。政府内に総理府

原子力局が発足し、同年5月に科学技術庁（初代長官正

力国務相）が設置されその内部局となるまで先行した。

1955（昭和30）年、政府要請に応じた経済界の全面

協力により財団法人原子力研究所が発足し、恒久的研

究所の設立準備にあたった。研究所建設地を茨城県東

海村に決定し、また、研究所の組織形態として、民間

の協力が得やすいこと、財政面の弾力性が期待できる

ことなどを勘案して特殊法人と決定した。1956（昭和

31）年6月に特殊法人日本原子力研究所（初代理事長

安川第五郎、以降原研と称す）が発足した。同年8月

には原子燃料公社（後に動力炉・核燃料開発事業団、

核燃料サイクル開発機構、現在は日本原子力研究開発

機構）も誕生し、この頃までに原子力関係の研究や行

政は基礎的な体制固めが完了した。

一方、民間側は原子力委員長の要請を受けて、電力

会社や重電機メーカを中心に、日本の基幹産業のほぼ

全分野を網羅する350社以上の参加を得て、1956（昭

和31）年3月に日本原子力産業会議が発足した。日本

原子力産業会議は、原研の基礎研究に呼応して原子力

応用や事業化を検討する組織であった。原研は、原子

力委員会策定の「原子力開発利用長期基本計画」に基

づき研究施設を整備していった。

昭和30年代-研究炉の建設、運転、利用をとおして原

子力の技術基盤を構築

・1957（昭和32）年8月27日 日本最初の原子炉 研究1

号炉（JRR-1）が初臨界

・1960（昭和35）年10月研究2号炉（JRR-2）が臨界

・1962（昭和37）年9月研究3号炉（JRR-3、通称「国

産1号炉」）が臨界

・1963（昭和38）年8月動力試験炉（輸入炉、JPDR）

が臨界、日本初の原子力発電

世界における原子力の
平和利用と日本の対応3.1

日本原子力研究所の発足と研究活動3.2

3 日本における動力炉の発展の経緯 6
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・1965（昭和40）年1月遮へい研究用原子炉（JRR-4）

が臨界

などが相次いで運転に入った。東海研究所は、日本の

原子力研究の草分けとして研究推進に寄与し、基盤整

備に努めてきた。以降の研究は、時代とともに変化し

ていった。

昭和40年代－自主的研究開発の基盤形成

昭和50年代－プロジェクト研究推進

昭和60年年代、平成－プロジェクト研究および基盤的

研究推進

1955（昭和30）年8月のジュネーブ会議から帰国し

た国会議員団は、「試験炉および国産炉の建設の進行

に応じて、発電用実験炉の建設にも着手すべきだ」と

述べ、同年10月原子力平和利用準備会が決めた『原子

力研究開発計画』で、「電気出力1万kW程度の小型動

力試験炉の建設を1959（昭和34）年度までに着工」す

ることを決定した。しかし、この時考えられた試験炉

は、後のJPDR（3-3-1参照）のような完成した炉では

なく、むしろ動力実験炉の意味合が強かった。原研は

研究炉計画とともに試験用動力炉も担当することにな

り、その設置に必要な敷地規模を検討したが、導入炉

の型式や出力規模などの詳細は未定であった。

1956（昭和31）年正力松太郎が初代原子力委員長に

就任するとともに動力炉導入促進の動きが強まり、原

子力委員会は各界の意見を参考にしつつ、『原子力開

発利用長期基本計画』を内定した。原子炉の建設計画

について、「基礎研究より始め、国産動力炉の建設に

必要な各段階の原子炉を国内技術で建設し、これらの

成果を利用して動力炉を国産することを究極の目標と

する」としたうえで、「動力炉に関する技術の習得、

原子力発電の諸条件の検討などの目的のため、動力炉

数基をなるべく速やかに海外に発注する」という方針

を示した。

同年5月コールダーホール型原子炉建設の最高責任

者で英国原子力公社理事ヒントン卿の来日を機に大型

発電炉導入の機運が急速に高まり、導入のための原子

力海外調査団が英国に派遣された。その帰途、米国、

加国にも立ち寄り、米国の軽水炉についても調査した。

調査団の帰朝報告は、以下の内容であった。

①　実用発電炉として英国コールダーホール型原子炉

の導入有望

②　米国の軽水炉についてもその将来性から、小型動

力試験炉導入が必要

コールダーホール発電所で運転実績がある、燃料の

入手および国産化が容易である、日本の国情に適する

点が多い等の理由から、英国型炉の導入は有望と断定

したので原子力委員会はこの報告を基に、1957（昭和

32）年に英国から大型炉導入の方針を決定した。最初

は、原研に実用段階のコールダーホール型改良炉を導

入し建設・運転することが計画され、耐震性他の問題

検討を始めた。しかし、原研が商用規模発電炉を建

設・運転・保守することは困難と考えられ、新たに民

間出資の会社を創立して実現を図ることに決定した。

日本原子力発電株式会社の設立

原子力発電の受け入れ主体に関し、政府主導を主張

する電源開発株式会社と民間主導を主張する9電力会

社の見解が真っ向から対立した。電源開発は、「発電

原子炉の輸入は、わが国の原子力産業を自主的に育成

して行くためのものであり、総合的且つ慎重な判断を

必要とする。よって政府の代行機関としての電源開発

をそのまま利用することが最適で、電力会社は原子力

発電が確実に商業ベースに乗るようになってから担当

しても決して遅くはない」と政府主導を主張した。一

方、9電力会社側は「民間企業として十分やって行け

る見通しが立った。初期における原子力発電の研究段

階を考慮して共同出資による『原子力発電会社』が担

当することが望ましい」と反論した。政治決着により

政府関係（電発）20%、民間80%とし、民間の内訳は

概略電力9社40%、その他一般40%の比率を目途とし、

一部業界が独占的に受入会社を支配することがないよ

うな措置がとられた。

1957（昭和32）年11月日本原子力発電株式会社（以

降、原電と称す）が発足し、英国型炉の導入へ進むこ

とになり、原研は小型試験用動力炉を設置する方向に

計画変更された。

関連法規の整備が無く、原子炉関連の基盤技術や原

子力発電プラントの建設・運転実績が皆無の日本に輸

入原子炉を設置することは困難を極め、黎明期におけ

る導入プラントの計画から運転までの経緯を調査する

ことは、「技術が如何に導入されたか」「導入技術が如

何に自主技術確立に寄与するか」を知る上で多くの示

唆がある。以下に初期の導入原子力プラントの経緯を

詳述する。

3-3 -1 JPDR（動力試験炉、Japan Power

Demonstration Reactor）9

米国の軽水型発電炉10は、シッピングポートPWR、

アルゴンヌEBWRなどの実績から実用性は立証済で、

今更日本に小型軽水炉を導入し発電経験を得る必要は

動力炉の開発・研究83.3
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ないとの意見もあったが、試験用動力炉は単に発電経

験を得るだけでなく、各種の基礎・開発研究を行うと

ともに、船舶炉への応用、軽水炉の国産化にも貢献す

ることが理解されるようになった。

この様にJPDRは、動力炉に関する各種研究・検討

を行う目的から、当時の同型試験炉の中で重装備とな

った。また、運輸省の船用陸上試験炉建設計画も

JPDRに合体され、1958（昭和33）年度予算24.7億円

が認められた。試験炉の設置目的は、以下であった。

① 軽水炉の建設、運転ならびに保守に関する実務

経験

②　各種実験・試験による動力用原子炉系の特性調査

③　燃料要素の性能試験、船用炉への応用他の各種研

究開発

④　将来の国産部品の特性試験、寿命試験などの実施

による軽水動力炉の国産化推進

原子炉の選定と契約

・1957（昭和32）年12月、濃縮ウラン軽水型動力試験炉

の早期導入の決定後、調査団を米国に派遣した。原

子炉メーカ他への耐震設計を含む仕様説明に基づき、

公開入札の結果13社が応札し、最終的にゼネラル・エ

レクトリック（GE）社の沸騰水型（BWR）とウェス

チングハウス（WH）社の加圧水型（PWR）が残っ

た。炉型の選定は、国内の下請けメーカを自動的に

決めることになるので慎重に検討され、各種試験、

実験等の技術的および経済性等からGE社のBWR型小

型動力試験炉を決定した。

・1959（昭和34）年10月に確定したGE社との最終契約

案は、「フルターンキー契約」で出力12.5MW発電所

完成までGE社が全責任を負う内容であった。これは

従来の研究炉が臨界時11の引渡し、分割発注による責

任所在の不明確などにより生じた問題の反映である。

試験研究炉としての特別仕様は、倍出力が可能な圧

力容器の設計、自然循環冷却方式から強制循環方式

への変更などであった。

契約直前になって原子力損害賠償問題が持ち上が

り、GE社は故意によらない原子力災害について「原

研がGE社の補償責任を免責する」だけでなく、「政

府による免責」を主張した。当時、『原子力損害賠償

法』がなく、法整備が急務となったが、安保騒動に

よる国会の混乱で大幅に遅れ、燃料輸送開始までに

法制化する条件で合意し、契約した。

安全審査

・当時、法的に原研の試験炉に安全審査は不要であっ

たが、国は第三者による法に基づく安全審査並みの

審査が必要と判断し、「動力試験炉設置計画説明書」

の提出・承認を求めた。当時、現在の原子力安全委員

会はなく、原子力委員会が審査し承認した。

・1960（昭和35）年9月に日本ゼネラル・エレクトリッ

ク社（GEJ社）と正式契約した。図3.1に示す様に、設

計および中心部はGE社とEBASCO社が担当し、格納

容器・炉心構造物やタービン・発電機などの機器製

造は日本メーカが担当し、原子力プラント機器の製

造経験を積むような配慮がうかがわれる。

・1963（昭和38）年8月 臨界到達

・1963（昭和38）年10月26日 日本初の原子力発電に

成功

・1965（昭和40）年4月 官庁試験合格 日本初の原子力

発電所の誕生

運転後の不具合

・運転開始後の定検で圧力容器上蓋や圧力容器胴部内

にクラックを発見、補修された。原因追求と対策の

ための専門部会が安全評価検討を実施した。その成

果は、後続プラントに反映され問題解決に寄与し、

JPDRの建設目的に沿う貢献があった。

JPDR-Ⅱ改造と運転

・当初計画どおり、自然循環方式から強制循環方式へ

変更し、熱出力を90MWに倍増する改造を実施した。

高出力密度における各種軽水炉燃料の照射試験によ

る燃料国産化、改造工事を通し建設、運転・保守の

経験の取得、各種試験による発電炉の特性把握し、

軽水炉の改良、国産化への貢献などの目的があった。

・1972（昭和47）年2月18日　JPDR-Ⅱ臨界到達

・1972（昭和47）年8月50%出力運転中に1次冷却水漏

洩が発生した。運転停止後の原因究明の結果、応力

腐食割れと判明し、その後のプラントに反映し信頼

性向上に貢献した。

・1975（昭和50）年6月運転再開したが約1年後に不具

合発見、運転停止した。結果的には、この日をもっ

て運転終了した。

図3.1 JPDRに関する契約形態と分担
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廃止措置

・その後の精密検査で他に重要損傷が発見され、研究

計画の見直しの結果、原子炉1次系の健全性等に関

する研究、原子炉施設のデコミッショニング技術開

発の試験を決定した。

・1982（昭和57）年解体撤去を決定し、56年度から5

年で原子炉解体技術開発を実施。

・1996（平成8）年3月解体作業完了

3-3 -2 日本原子力発電 東海発電所GCR型

166MW発電プラント12 

原電は、初期における原子力発電の企業化の促進、

将来原子力発電を実用化する場合の準備を目的に設立

された。このため海外の実用段階にある商用規模原子

力発電設備を輸入設置し、電気供給を行い、併せて原

子力技術要員の養成訓練、関連産業技術水準の向上な

どへの貢献を事業内容としていた。

原子力委員会の決定に基づき、天然ウラン黒鉛減速炭

酸ガス冷却型（GCR；Gas Cooled Reactor）原子力発電

設備を導入することになり、英国へ派遣された調査団は、

安全、耐震、燃料、経済性など諸問題について詳細な調

査・検討を実施した。その結果、導入プラントは、当時

英国で多くの運転実績のあったコールダーホール原子力

発電所の改良型で、基本的には同一設計とし、これに日

本の特殊環境を考慮した設計で、特に安全性と耐震性に

ついては、非常に大きい配慮がなされている。

天然ウラン黒鉛減速炭酸ガス冷却型炉（GCR）（3-5-2

参照）

元来コールダーホール型は、他の原子炉に比べてつ

ぎの特徴がある。

・燃料単位重量当たりの出力が非常に小さい。

・減速材黒鉛の熱容量が極めて大きい。

・冷却材に炭酸ガス使用している。

したがって、安全性が高く、仮に1次冷却回路が破

損しても、少量のガス流量で燃料溶融が生じない設計

である。このため、事故時に多量の放射性物質の外部

放出の可能性はないと考えられ、他の炉型のような原

子炉格納容器は不要である。

特に、耐震設計により関東大震災級の地震にも十分

耐える安全度を確保している。なかでも、炉心部への耐

震に特別考慮が払われた。天然ウラン金属中空型燃料

要素を装着する燃料孔は、原子炉用黒鉛製六角断面部

ブリックを積み上げた炉心構造であるが、耐震設計か

ら六角断面部ブリックはオリジナル設計にはないキー

付き構造とすることでチャンネル間のズレ防止を図

り、さらに、3万個のブリックの崩れ防止のため周囲

を鋼板製の耐震補強円筒で囲った。

これら諸問題の解決見通しを得た上で、英国の複数

メーカに引合いを出し、技術・経済面から評価・検討

し、英ゼネラル・エレクトリック社（General Electric

Company、以降GEC社と称す）が最も有利との結論に

達した。

1959（昭和34）年12月に原子炉設置許可が下り、同

年GEC社と正式契約した。また、英国原子力公社と技

術援助契約および燃料契約を結んだ。

着工後6年半の1966（昭和41）年7月、初の大型商用

原子力発電所が運転を開始した（図3.2参照）。建設・

試験中の多数のトラブルで約2年工期が遅れたが、こ

の間原子力発電の概念を一般大衆にPRし、将来の原

子力発電の必要性、さらに、安全性や想定される事故

への対策にしても、具体性のある事例について検討す

る場を提供し、日本の産業界に広範囲にわたって具体

的に数多くの課題と刺激を与える機会をつくったこと

など日本の原子力発電事業の黎明期に於いて果たした

役割は大きい。

また、東海発電所は、建設当時「社員の大半は電力

会社からの出向社員」で、建設や運転の現場は原子力

発電所の建設を計画・実行し始めた他電力会社の将来

の建設・運転技術の教育の場を提供し、実際建設・運

転経験した技術者や運転員が、各社に帰り重要な役割

を果たしたことは、国レベルでの原子力発電の進展に

寄与した。東海発電所は、日本の電気事業全体にとっ

ての「原子力発電の学校」として機能した。

設備の概要

・原子炉

天然ウラン黒鉛減速炭酸ガス冷却型で、熱出力

587MW、燃料には天然ウラン金属中空型燃料要素

16,375本を使用し、減速材および反射材には原子炉

用黒鉛製のキー付六角断面ブリックを使用し、その

総数3万個を10層に積み上げて構築している。2,048

チャンネルの燃料孔があり、各チャンネルには燃料

要素が8本ずつ縦方向に積み重ね入れられる（図3.3

参照）。

図3.2 日本初の商用原子力発電所
東海発電所166MWプラント
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原子炉容器は、内径18.3m、板厚8～9.2cmの鋼製

の溶接構成球形容器である。1次冷却材は高純度炭

酸ガスを使用し、運転圧力14.2kg/cm2、温度は原子

炉入口で206℃、出口で386℃となっている。

・熱交換器

熱交換器は、1次冷却材の熱で61kg/cm2、364℃の

高圧蒸気と19kg/cm2、354℃の低圧蒸気を発生する。

原子炉につながる熱交換器は4基あり、1次ガス回路

4ループを形成し、熱交換器下部に取付けたガス循

環機で1次系炭酸ガスを循環する。

・制御棒炉

原子炉上部に取付けた制御棒98本は、大きく3つの

役割があり、安全棒（3%ボロン鋼）9本、微調整棒

（鋼）10本、粗調整棒他79本（ボロン鋼63本、鋼16

本）で、他は予備である。制御棒のバックアップと

して緊急停止装置があり、1.5%ボロン鋼球を内蔵し、

強地震時などの緊急時に炉心内に鋼球を落下させて

原子炉を安全に停止する。

・燃料取換機

原子炉上部に燃料取換機が2台ある。運転中原子炉

に直結して、燃料取換を自由に行える。使用済燃料

は、燃料取換機で炉外に搬出後、黒鉛スリーブを取

除き、使用済燃料冷却池で冷却後に処理工場に運ば

れる。

・蒸気タービン・タービン発電機

熱交換器で発生した蒸気は、2つの蒸気系とし2基の

同型タービンに供給される。串型混圧2流排気復水

タービンは、出力85MW、高圧蒸気45kg/cm2、

355℃、低圧蒸気17kg/cm2、352℃で、回転数

3,000min-1である。図3.4に建設当初に使用した低圧

タービンを示す。

タービン発電機2極-100MVA水素冷却で、同型2台

が線対称に配置されている。

建設工事の概要

初の商用原子力発電所の建設工事には幾多の困難が

あり、機器装置の設計・製造はほとんど未経験であっ

たが、関係者の努力で実現した。その主要機器につい

て述べる。

・原子炉圧力容器

圧力容器の製造・設置は全体工程の中でも特に重要

で、特殊材料を使用した大型構造物の製造は非常に

高度の溶接技術を必要とした。

当初、GEC社が英国メーカに発注した特殊材（コル

タフ28）は加工時に多数の欠陥が見つかり再製とな

った。世界中のメーカに当った結果、日本製鋼所

室蘭製作所が高信頼材料を供給でき、納期も最短で

あることから採用が決まった。十分な製造管理、検

査工程を経て製造された材料は、神戸製鋼所 高砂

工場で球面形状に成形・加工された後、現地で溶接

組立された。板厚90mmの材料を使い、溶接構成で

直径18m余の巨大球形容器を製造する作業は日本で

は初めてであったが、溶接作業を担当した富士電機

の優れた溶接技術により成功裏に組立を完了した。

さらに、圧力容器の上蓋に穴加工し、燃料や制御棒

などを挿入するためのノズルを溶接した。厚板に多

数の部品を取付ける溶接作業は、溶接熱歪の最小化を

図る余熱や溶接条件、さらに組立後の歪取り焼鈍条件

の最適化など非常に高度の技術が必要である。特に、

仕上がり寸法精度は非常に高く、同種の原子炉を検査

しているロイド協会やGEC社の関係者から、世界的に

も第一級の溶接技術と賞賛を得た。日本人の溶接技術

の優秀さを立派に示したもので、未経験分野での困難

な技術課題に勇壮果敢に取組み、知恵と工夫で解決し

て行く日本の技術者・技能者を世界に認識させる機会

であった考えられる。

また、これらの溶接技術は、形状や部位は異なるが

現在でも原子力機器製造において重要な技術・技能

図3.4 東海発電所低圧タービンロータ

図3.3 黒鉛減速材と炭酸ガス冷却型燃料モデル
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であり、初期における到達レベルを土台にさらに高

度化され、原子力発電プラントの高信頼化に貢献し

ている。

・燃料取換機

GEC社設計、西独（当時）マンネスマン社製作で、

メカ主体ではあるがメカトロニックス装置にも勝る

とも劣らないくらいの非常に高性能多機能装置であ

る。運転中の原子炉に直結して、燃料取換、制御棒

や緊急時停止装置などの原子炉挿入物の取扱い、炉

内点検などの機能を有し、作業はすべて遠隔操作で

行われた。2台で構成され、各本体重量は約600トン、

これが約400トンの移動装置に乗って原子炉上を走

行する。原子炉の上部での巨大構造物の組立は炉の

組立と同時並行のため、工程管理は困難を極めた。

出力上昇試験

1965（昭和40）年11月1日から発電試験に入り、11

月10日0時40分に2号発電機を系統併入し、10,000kW

の初発電に成功した。その後の燃料点検で破損は皆無

であった。再起動後の試験で種々の問題が発生したが、

これらを解明・解決し定格166MW運転が実現した。

着工後6年半を要したが、幾多の困難を克服し発電

運転に成功したことは、建設関係者は勿論、日本の原

子力界にとっても大きな前進であった。東海発電所の

建設を主導してきた原電一本松社長は、その完成に際

し、「切り花でない東海発電所」と題する手記の中で

以下のように述べている。

・わが国は原爆の洗礼を受けているだけに、必要以上

の警戒心があった。しかも一部の人にしかエネルギ

ー源としての有効性を認められていなかったが、東

海発電所は原子力に対する理解と認識を深め、電力

を媒体にこれを実証した。

・原子力は従来の技術では解明されていないところが

多く、新分野の研究、材料の設計変更、事故の発生

などがあるが、その解決は技術開発に役立っている

ことが多い。

・その一つに鉄鋼材料の放射線照射による脆性問題が

あった。未知の分野の解明の成果は建設を担当した

グループを始めとして、他メーカ、ユーザへも還元

し産業界一般の向上に寄与した。

・建設における最大の問題は、燃料棒設計の変更であ

った。燃料供給先の英国AEAが計画時に新規開発

を約束した中空棒燃料の開発を建設開始後に技術的

問題から開発中止を決定した。全工程への影響が大

きく、しかも契約書に明文化されていなかったため

極めて困難な交渉であったが、トップ会談の末、日

本の原子力事情を納得させ当初計画通りの開発継続

を確約させた。この経験に基づき、以降の発電所計

画の契約では未解決技術は採用しないとの基本方針

を決定した。

・東海発電所の経験は他社へトランスファーされ、軽

水炉の計画に際しても炉構造は異なるが、設計の基

本概念、留意点は同じであり類似問題再発防止に大

きく寄与した。

その総括として、「米英に咲いた原子力を切り花と

して導入するのではなく、ユーザとして発電所の建

設にとどまらず、原子炉の中の中まで知り尽くし、

根のはった幹に育てが得たい。原子力がエネルギー

源として、大きな位置を占める日がまぢかいだけに、

今までの苦労は大きな糧になろう。そして、これま

での経験、知識を活用して明日の原子力推進に役立

てたい」と日本初の大型商用原子力発電所の建設の

意義を述べている。

営業運転開始

1966（昭和41）年7月25日に日本初の商業用原子力発

電所として営業運転を開始した。1982（昭和57）年9月

18日には英国サッチャー首相が発電所を訪問している。

営業運転停止

営業運転開始から32年後、1998（平成10）年3月31日

に運転を停止した。この間の累積設備利用率62.9%であ

った。発電所の建設・運転により取得した技術と経験

は、その後の日本の原子力発電の技術の基礎を築いた。

廃止措置

2001（平成13）年10月に「原子炉解体届」を提出し、

12月に廃止措置に着手した。JPDRに次ぐ動力炉の廃

止措置で、商用規模としては初めてであり、原子力発

電所の合理的な解体や廃棄物処理処分など将来の軽水

炉廃止措置に役立つ技術の確立に寄与することにな

る。廃止措置にともなう廃棄物および各工事期間は、

以下のとおりである。

現行法では、廃止措置に伴う廃棄物は発電所内の貯

蔵が義務付けられ、貯蔵スペースの確保困難、再資源

化などから早期解決が望まれる課題である。特に、経

年原子力発電所が今後増えてくることから、緊急的な

対応が必要である。

放射性物質濃度 

比較的高い 

比較的低い 

極めて低い 

廃棄物量（トン） 

約1,600 

約8,500 

約8,100

管理期間 

300年 

300年 

30～50年 

工 事 

第1期 

第2期 

第3期 

工事期間 

平成13～17年（5年間） 

平成18～22年（5年間） 

平成23～29年（7年間） 

タービン、発電機、燃料取替機など 

熱交換器、ガスダクトなど 

原子炉本体、生体遮蔽体、建屋など 

撤去対象 
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3-3 -3 日本原子力発電 敦賀発電所1号BWR型

357MW原子力発電プラント13

原電は、設立当初から第2期計画として濃縮ウラン

型動力炉を予定していたが、1961（昭和36）年の原子

力委員会策定『原子力開発利用長期計画』は、1970

（昭和45）年までの10年間を将来の本格的開発に備え

る準備期間とし、その間に100万kW発電プラントを開

発するとしており、本計画に沿って原電2号炉は低濃

縮ウラン軽水炉を選択した。

1950年代後半から米国の軽水炉技術は長足の進歩を

遂げ、すでに実用段階にあった軽水型発電炉の導入の

調査・検討を開始した。発電所の基本計画確定のため、

発電所規模、経済性の目標、建設資金、安全性や一般

技術の取入れ方、建設の進め方など米国の実情を調査

し、以下の建設計画概要を決定した。

①　原子炉型：濃縮ウラン軽水型（PWRまたはBWR）

②　容量規模：250～300MW

③　建設予定：1964（昭和39）年着工、1968（昭和43）

年10月完成予定

④　建設資金：280億円

⑤　発電原価：約3円25銭/kWh（初年度）約2円90銭

/kWh（20年平均）

WH社とGE社を発注先に選び、購入に関する予備的

な検討を重ねた。

建設の進め方、基本方針

基本方針は、東海発電所の輸入プラントで経験した

契約や責任などの商習慣への不慣れ、適用技術の実証

性評価・判断に起因した問題などを極力反映して策定

され、その後の海外プラント導入に際しての基礎とな

った。

この様な視点から、基本方針の決定とその後の経緯

を以下に概観する。

（1）原子力発電企業化の道を拓き、原子力開発の経

験取得に重点を置く。

a） 原子力の特殊性の明確化と対応策の確立（第三

者損害補償対策など）

b） 日本向けの特殊条件の明確化と対応策の確立

（原子力に対する国民感情）

c） 米プラント導入時の重要基本条件の明確化と適

正運用（契約、保証方式）

d） 国内受入態勢の整備促進（燃料取得、処分方式、

安全基準）

（2）安全性の確保については十分留意する。

a） 可能な限り世界水準に則った考え方と米国方式

の採用を基本とし、建設中のオイスタ発電所他

に米国原子力委員会が適用する安全基準と安全

施設をすべて原則採用

b） 世界的レベルでの未検証技術に対する安全サイ

ドの導入

c） 日本、特に敦賀地点に立地条件、環境に適った

安全設計の採用

（3）実用化促進のため、経済性達成の道の検討とで

きるだけの採用。

a） 経済性の目標：石炭火力以下、可能な限り重油

専焼火力並みの実現

b） 米輸銀、メーカ準備資金などの導入検討と国内

開発銀行融資の利用

c） 見積後、契約後の設計変更・追加が原因の工期

遅延による追加建設費の低減のためのメーカと

の十分な事前検討

（4）可能な限り実証済設計を採用し、かつ標準機

器・装置の活用を図る。実証性の程度・判断に

際し、旧式の採用とそれに伴う経済性の損失に

対する十分な検討。

（5）責任区分の明確化、建設の円滑な促進、工期の短

縮、要員の低減など総合的検討からターンキー

方式を採用し、直営工事を削減。

（6）競争入札方式の採用とするが、事前の仮見積り

による双方の十分な理解の獲得。

WH社およびGE社から、実績、提案された発電所設

計、契約事項などの説明を受け、軽水炉の技術進歩の

経緯、軽水炉の現状と問題点の明確化、米国における

原子力発電プラント開発の進め方、慣習に関する知識

の習得などが明確になった。

本見積りに先立ち、敦賀地点の立地条件を考慮し、

米国の一般的な仕様に基づく250～300MW級プラント

の見積設計の提出を両社に求め、これをベースに詳細

検討を開始した。この主な狙いを以下に示す。

・見積徴収書の作成に際し、米国の一般的仕様と標準

を極力採用、原電特殊仕様の最大限の排除による建

設費増や建設中トラブルの回避

・開発段階にある技術採用に伴うリスク低減と有望な

将来技術選定のための情報収集

・敦賀発電所の敷地条件および電力系統運用、そして

官庁の許認可申請・取得などに関する原電要求・要

望の事前調整

・原電の建設準備および直営工事の立案に必要な情報

収集

・契約条件決定のための情報収集、契約に関する語

句・法律・商慣行の解釈・見解の意見調整

これらから、黎明期における日本の原子力発電プラ

ントの計画・建設・運転などに関する技術・規定・情報
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の不足、そしてプラント輸入に関する購入仕様書の作

成・見積書の評価法、さらに建設・建設工事の推進・

運転試験などに関する契約への不慣れがうかがわれる。

原子力発電プラントに係わる技術取得は勿論のこ

と、契約などの商習慣に関する知識取得などから原電

の果たした役割は大きく、他電力会社に移転され、後

続の原子力発電プラント建設への貢献は大きかった。

発電所の設計概要

1960（昭和40）年10月にGE社へ発注内示、その時

に提案された設計概要は以下であった。

1966（昭和41）年4月着工、1969（昭和41）年10月

臨界、1970（昭和45）年3月にGE社に対する100時間

運転保証試験および官庁立会試験を無事終了し営業運

転に入った（図3.5参照）。当時、大型軽水炉の工期は

遅れ気味だったが、敦賀発電所が47か月で完成したこ

とは記録的なスピードで、世界の原子力界の注目の的

となった。これは、東海発電所の苦難に満ちた建設経

験が根底にあり、さらに日本産業界の高技術水準を示

したものと言える。

営業運転開始後は順調な運転を続け、夏場の電力需

要ピークに対してもほぼ100%の利用率で連続運転し、

原子力発電所の信頼性に対する評価を高めた。

3-3 -4 関西電力 美浜発電所1号PWR型340MW

原子力発電プラント

原電を中心に推進された日本の原子力発電は順次電

力会社に広がり、なかでも関西電力と東京電力が開発

をリードした。両社は他電力に先行して取組み1970

（昭和45）年11月に関西電力 美浜発電所1号機340MW、

1971（昭和46）年3月に東京電力 福島原子力発電所1

号機460MWが、それぞれ運転を開始した。両発電所

とも米国の軽水炉が導入されたが、東京電力がGE社

製BWR、関西電力がWH社製PWRを採用した。

美浜発電所の計画・建設の経緯を以下に示す。

炉型の選定

政府による原子力発電開発の方針決定を受け、関西

電力も原子力発電所の建設・運転を自ら経験し、原子

力発電の安全性の実証と将来の経済性見通しを得た上

で、次の本格的開発への道を拓くという基本的目標に

向って邁進するため、社内体制の整備、社外の関連研

究機関の参加のもと研究委員会を発足させた。約6年

を掛けて軽水炉、ガス冷却炉、重水炉、有機材減速冷

却炉の各種炉型について検討し、プラントとして総合

評価した。関西電力にとって初の原子力発電所、日本

の先駆的経験のひとつになる実証炉の位置付けから、

実証性、信頼性を考慮してGCR、PWR、BWRの商用

原子炉に絞り詳細検討した。その後、米国で軽水炉の

経済性、実証性が大きく進展したことから軽水炉を選

択した。

建設地点の選定

原電は2号炉を西部地区に設置する方針に基づき地

質調査をした結果、敦賀市立石と美浜町丹生に堅固な

岩盤があることが判明し、最終的に敦賀市立石地区を

建設点とした。関西電力は原電から美浜町丹生地区を

譲り受け美浜発電所の建設候補地に決定した。

1965（昭和41）年12月に着工、外部からの政治的反

対や一部漁民反対もあったが、交渉過程で安全性の

PRや地区インフラ整備に全面協力することで解決を

はかった。

美浜発電所の位置づけ

原子力産業部会や原子力委員会が策定した『原子力

利用の長期計画』に沿って、美浜発電所も1969（昭和

44）年10月運開目標に計画・推進された。

発電容量決定

計画当初、世界レベルで運転中の商用規模プラント

は、コールダーホール（英）、シッピングポート、ド

レスデン（米）などの数プラントにすぎず、出力選定

にあたっては、

図3.5 日本初の商用BWR型発電所
敦賀発電所1号357MWプラント

沸騰水型（BWR）967MW 

357MW 

二酸化ウラン・ペレット、ジルコニウム合金被覆 

初期炉心 平均2.2% 第2炉心以降 平均2.5% 

61トン 

蒸気系-2系統 再循環回路-3系統 

制御棒位置調整および原子炉冷却材 
再循環流量調整の2方式併用 

串形2流排気非再熱式325MW 
（運転開始後炉心性能の改善による出力増を 
見込み357MWにて製作） 

ステータ水冷却型三相同期機382MVA、 
1,800min-1、水素ガス圧3.2kg/cm2g 

45か月 

323億円（初装荷燃料加工費22億円を含む） 

原子炉　型式・熱出力 

発電端出力 

燃料　種類 

　　　濃縮度 

全ウラン装荷量 

原子炉冷却系 

原子炉の制御方式 
 

蒸気タービン 
 
 

発電機 
 

工期 

建設費 
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・供給計画に支障をきたさない信頼性のあること。

・建設・運転の経験の積み重ねで、原子力プラントの

安全性の実証の見通しが得られること。

・本格的原子力発電時代の大容量化の布石となること。

であり、これらを考慮して発電容量を270MWと仮決

定した。当時、原子力発電技術は未だ開発途上で、恒

常的な技術改良と同時に、経済性の追求から大容量化

技術の開発があり、原子炉設備や炉心性能の改良によ

る高出力化が可能となった。関西電力は、改良に伴う

安全性評価を実施したうえで順次発電容量を上方修正

し、炉型決定の際は、海外で設計・計画されている同

型炉の出力をも勘案して、最終的に340MWと決め発

注した。

設備決定

1965（昭和40）年、信頼性重視の観点から経験豊富

な米国メーカを主契約者とする見積引合いをGE社、

WH社、WH社‐三菱原子力工業株式会社（原子炉-蒸気

発生装置の1次系：WH、タービン部分の2次系：三菱原

子力）に出した。なお、WH社-三菱原子力の組合せは、

タービン他2次系は火力の経験により国産化でき、かね

てから国内産業育成に努力してきた趣旨に従ったもの

である。3社からの提案を詳細に評価検討した結果は、

・技術的にはPWRとBWRで優劣が付け難い。

・経済的には、タービン・発電機に国産機器を採用す

る場合はPWRが優れている。

との結論が得られ、1967（昭和42）年4月に以下の分

担で発注内示した。

・原子炉および発電所全体のとりまとめ：WH社

・タービン・発電機：三菱原子力工業株式会社

会社別担当スコープ

基本方針に基づき、以下の会社別スコープを決定

した。

1次系機械関係および電気・計測制御の設計は、安

全性や運用性を十分考慮した設計が採用された。たと

えば、原子炉の出力制御は定格出力の約15%以下では

手動、定格出力約15%以上では自動運転、自動制御運

転範囲では±5%/分のランプ状負荷変化、±10%のス

テップ状負荷変動が可能、蒸気ダンプ制御系の併用に

より定格出力の50%相当までの急激な負荷減少でも原

子炉がスクラムしない設計になっている。

プラントの負荷追従性として、AFC、ELD運転の

ための負荷変更信号に対する追従性、送電線事故等の

全負荷遮断に対する応答特性、送電系統分離時等の急

激な周波数変動に対する追従性、あるいは夜間最低負

荷要求に対する追従などの要求に対し、美浜発電所1

号機の計画は、通常の負荷変化、負荷遮断、最低負荷

等を十分考慮した設計となっている。したがって、一

部原子力発電特有の運転上の制約を除けば、火力発電

と同様に系統の要求にマッチした運用が可能である。

しかし、本プラントは関西電力原子力発電1号機で

あると同時に、安全性に対する特別な配慮から設備と

しては最も安定した定格ベース負荷運転を実施し、将

来の各種運転の基礎を積むことを基本として運用され

る。また、経済性の面からも、原子力発電は火力発電

に比較して発電原価に占める資本費比率が高いため、

高負荷率の運転方式を採用している。

発電所の設計概要

工事着工から営業運転

1967（昭和42）年に着工、1970（昭和45）年7月29

日に臨界に達し、11月に営業運転を開始した。建設に

あたり「万国博に原子の灯を」を合言葉に取組み、8

月8日の初送電では大阪万博会場の掲示板にその旨を

表示した。図3.6に美浜発電所を示す。

美浜発電所PR館

発電所の着工に合わせて1967（昭和42）年11月に

図3.6 日本初の商用PWR型発電所
美浜発電所1号340MWプラント

1次系の基本設計：WH社 
機器配置・配管：GAI（米ギルバート社） 

・機械関係の設計 製造・施工 

WH社 

原子炉補助建屋の設計：GAI 
タービン建屋の設計：三菱原子力工業 

・建屋の設計・施工 

関西電力 

2次系の基本設計：WH社 
機器詳細設計：三菱原子力工業 

三菱原子力工業 
三菱電機 

加圧水型（PWR）1,031MW 

340MW 

二酸化ウラン・ペレット、ジルカロイ－4被覆 

2冷却材ループ数 

たて置U字管式 

串形2車室再熱再生式、蒸気圧力55kg/cm2 

水素冷却回転界磁同期機400MVA、17kV、 

0.85pf、1,800min-1

原子炉　型式・熱出力 

発電端出力 

燃料　種類 

原子炉冷却系 

蒸気発生装置 

蒸気タービン 

発電機 
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PR館を設けた。これは日本で最初の原子力PR館で、

当時原子力になじみの少なかった一般の人達に原子力

のしくみ、安全性などを理解し、親しんでもらうこと

を目的とした。周辺の景観に溶け込むようにPR館の

デザインも工夫された（図3.7参照）。

3-3 -5 東京電力 福島第一原子力発電所1号BWR型

460MW原子力発電プラント14

東京電力は、原子力発電の実用化推進の動きに積極

的に対応した。1955（昭和30）年には他電力に先駆け

社長室に原子力発電課を新設し、当初5名で基礎調査

と研究を推進した。後に世界有数の設備をもつ東京電

力の原子力事業は、5名が種を蒔く形でスタートした。

まず、先進国に学ぶことから始め、経営幹部の海外

原子力産業調査団への参加よる海外の実情調査、技術

要員養成のため米英の原子力発電所や研究所などへ社

員を派遣した。

1956（昭和31）年に東京芝浦電気、日立製作所と協

力して「東電原子力発電協同研究会」を組織し、文献

調査の域を出て実際のプラント設計や計画まで広げ、

総合計画、原子炉、制御と計測、タービン補機、遠隔

作業装置、化学処理などについて具体的研究を進めた。

その後、発電所建設の計画・検討に入り、実地技術

習得のため原電や原研への出向、海外関係機関への派

遣などを積極的に実施し、調査研究を通して以下の結

論を得た

・コスト面で火力発電に十分対抗できる。

・大容量化への技術面の見通しがついた。

・将来の電源として不可欠。

・石油に比べて燃料輸入の外貨が少なくてすむ。

これを受け1960年代から70年代始めの積極的取組みに

より、1971（昭和46）年3月に同社初の原子力発電所

の福島原子力発電所1号460MWが運転開始した（図

3.8参照）。

建設地点の選定

東京電力は、早くから具体的な発電所立地候補地点

の選定を進めた。しかし、世界的にみると、1950年代

後半には大容量火力発電と原油価格の下落により火力

の発電コストの大幅低下が見込め、原子力開発のスロ

ーダウンの傾向が生じた。しかし、東京電力は長期的

には原子力発電の必要性は明白との認識で、広域にわ

たり立地調査を継続し、最終的には誘致に熱心であっ

た福島県の双葉郡大野町と双葉町にまたがる旧陸軍航

空基地および周辺を建設用地に決定し、約310万m2の

用地買収をほぼ完了した。

炉型・容量の選定

1964（昭和39）年12月に発足した準備委員会が炉型

選定を始め、英国GCR/改良GCRと米国BWR/PWRの比

較検討結果を中間報告した。その内容は、以下である。

・英国型および軽水炉ともに安全性そのものに優劣は

ない。

・安全対策に要する費用の経済性から、英国型は天然

ウラン燃料を利用できるが将来の経済性の見通しが

よくない。

・英国型は運転性能に制約条件が多く円滑な運転がむ

ずかしい。

この比較検討結果から、福島第一原子力発電所1号

炉として軽水型を推奨した。また、プラント容量は、

原子力発電に関するノウハウを習得し、2号炉以降の建

設・運転などの技術レベルの向上と経験の蓄積に資す

ることも加味して、350MW級から450MW級までの容

量を想定し、その技術的信頼度や経済性が比較検討さ

れた。最終答申は、耐震設計および機器・工事の発注

に際しての基本仕様の検討であり、BWRとPWRを対

象とし、プラント容量は「350MW以上でこれに近く、

かつ先例を有し、経済性の高い出力のもの」とした。

図3.8 福島第一原子力発電所1号BWR型460MWプラント

図3.7 日本初の原子力PR館・美浜発電所PRセンター

原子力用  10.9.22  16:06  ページ186



187原子力用タービン発電機技術発展の系統化調査

表3.1に1966（昭和41）年当時の世界の原子力発電

所をしめすが、すでに原子力の世界標準は英国GCR/

改良型GCRから米国軽水型に移っていた。

東京電力は、炉型選定に際しGE社およびWH社と予

備折衝を実施した。その際の基準は、国内外で発注実

績をもつ460MW級以上で、十分な実証性を備えた設

計であり、特に原子炉の安全性に重大な関わりのある

炉心部は運転実績を有することとした。最終的には、

・スペイン・ニュークレノール社向けBWR型460MW

プラントのGE社への発注実績

・同時進行の敦賀発電所1号プラントとの技術交流が

期待できること

・BWRがPWRに比べて原理的にシンプルであること

・大容量火力発電所などを通じて長期にわたるGE社

との協力・信頼関係

などを総合的に判断してGE社BWR型と決定した。GE

社と締結した契約内容は、

①　ターンキー方式

②　工期遅延に対するペナルティー

③　国内契約並み保証期間

④　上限価格を決めたエスカレーション条項の適用

⑤　契約本文は日英両文を正文とする

⑥　契約上の係争は日本の裁判所へ提訴

などの特徴があった。その他、安全性・信頼性の高い

製品が得られる場合は極力国産機器を採用し、日本メ

ーカへの発注などの条件も付されるなど、従来の東京

電力における海外メーカとの契約の慣例を離れた画期

的な内容で、その後の国際契約のひな型ともなった。

1966（昭和41）年12月に総工費約390億円で着工し

てから4年3か月、電源開発調整審議会の決定から5年

という短期間で完成し、1971（昭和46）年3月に営業

運転を開始した。

なお、プラント運転開始に先立ち、20数人を運転訓

練のためGE社に派遣した。また、東芝、日立との共

同出資で、「BWR訓練センター」を設立し、実際の訓

練を開始した。

原子燃料の確保

原子力発電の開始に向け原子燃料の安定確保にも取

り組んだ。ウラン精鉱の調達から長期購入契約締結す

るともに、共同探鉱開発などの措置を講じた。例えば、

他電力会社7社と共同で、デニソン・マインズ社（加）、

リオ・アルゴ社（加）とそれぞれウラン精鉱の長期購入

契約を締結した。共同探鉱開発では、一例として9電力

会社および非鉄鉱業6社がカーマギー社（米）と、エリオ

ット地区（加）におけるウラン共同探鉱契約を締結した。

日本初の商業原子力発電プラントはGCRであった

が、その後は米国から導入した軽水炉が相次ぎ建設さ

れた。初期は海外の実績プラントを輸入し、その同型

機を技術提携により供与された図面で製造したが、そ

の後は自主技術により大容量化、信頼性の向上を目指

した改良が進められた。1975（昭和50）年、官学産の

代表で構成する「原子力発電設備改良標準化調査委員

会」が発足した。自主技術による軽水炉改良標準化に

取組み、その結果「日本形軽水炉」を完成し、炉心を

含む原子炉本体にいたるまで自主技術による改良を図

り大容量・高信頼性プラントを実現した。BWRおよ

びPWRについて改良、国産化、および大容量化の経

緯について以下に述べる。

3-4 -1 BWR型原子力発電プラントの変遷

BWR型原子力発電所は、PWR型とともに世界で最

も多く建設されている。燃料に低濃縮ウラン、減速材

と冷却材に軽水を使った原子炉で、炉内で直接蒸気を

発生させ、その発生蒸気で直接タービン・発電機を駆

動するところに特徴がある。炉の出力制御方式は、制

御棒の炉心内位置と冷却材再循環流量の調整で行う。

再循環流量制御は、炉心内の出力分布をほぼ一定に保

持しながら高速で大幅な出力変更を可能とし、BWR

の大きな特徴である。

動力炉の改良・国産化15,163.4

表3.1  世界の原子力発電所
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BWR型はGE社主体で陸用炉として開発したもので、

1957（昭和32）年にバレシトス発電所5,000kWで初め

て発電した。1961（昭和36）年には商用規模のドレス

デン発電所180MWが営業運転に入り、その後はさらに

改良を加え、既に7世代目の原子炉が運転されている。

日本では1963（昭和38）年10月にBWR型のJPDRで

初めて発電され、1970（昭和45）年に商用規模の敦賀

発電所1号357MWプラントが発電を開始した。その後

導入された福島第一原子力発電所1号460MWプラント

では、高出力化に対応して炉心流量を効率よく循環さ

せるために圧力容器内蔵のジェットポンプが採用され

（BWR-3形）、さらに800MW級発電プラントとして、

炉心出力密度や燃料燃焼度の向上により経済性向上を

目指したBWR-4形プラントが福島第一原子力発電所2

号機784MWプラントをはじめとして建設された。そ

の後、1,100MW級プラントとして、東海第二発電所お

よび福島第一原子力発電所6号機が1978（昭和53）年

から1979年にかけて営業運転を開始し、大容量化時代

に入った。

日本の原子力発電技術は、海外からの輸入機器に始

まり、大容量化は米国からの導入技術に負うところが

大きかった。これら初期の発電プラントでSCC（応力

腐食割れ）などの問題が共通的に発生し、プラントの

計画外停止、その改良工事による稼働率の一時的低下、

そして建設中プラントの遅延など成長期の原子力プラ

ントへの影響は大きかった。

これらの技術課題の解決と自主技術確立を目指し

て、改良標準化計画を国内で推進することになった。

この計画により信頼性、稼働率の向上、線量低減を目

指した改良標準化プラントが設計され、第1次改良標

準化プラント初号機として、1984（昭和59）年に福島

第二原子力発電所2号機1,100MWプラントが運転を開

始した。さらに、第2次改良標準化プラントとして、

柏崎刈羽原子力発電所2，5号機が相次いで建設された。

引き続き1,300MW級の大容量化、一層の信頼性、稼

働率および経済性の向上、そして被ばく線量低減、立

地効率の向上などを目指し、自主技術を基本として、

米国、スウェーデン、伊国などと国際協調を図りなが

ら1,300MW級改良形沸騰水炉（ABWR）を開発した。

ABWRは、冷却材再循環系へのインターナルポンプ

の採用、新型制御棒駆動機構（FMCRD）の採用、コ

ンクリート製格納容器の採用などが特徴である（図

3.9、3.10参照）。その初号機として柏崎刈羽原子力発

電所6号機1,356MWプラントが1996（平成8）年に運転

開始した。さらに、2005（平成17）年には国内最大容

量の浜岡原子力発電所5号機1,380MWプラントが運転

にはいった。これらの各世代の変遷を表3.2に示す。

3-4 -2 PWR型原子力発電プラントの変遷

PWR型原子力発電所は、米国で原子力潜水艦の動

力源としていた原子炉を改良した商業用発電炉を使用

し、1957（昭和32）年シッピングポート発電所が運転

開始して以来、商用発電所が相次いで建設され、

BWR型とともに世界で最も多い。

PWR型はWH社が開発し、燃料に低濃縮ウラン、減

速材と冷却材に軽水を使った原子炉で、加圧された原

子炉内で発生した熱は冷却材を沸騰させることなく1

次冷却材により取出され、蒸気発生器で2次側に熱伝

達される。蒸気発生器で発生した蒸気でタービン・発

電機を駆動する。1次系冷却材と2次系水は分離されて

おり、1次系に含まれる放射性物質は2次系水に移らず、

2次系の運転・保守は放射線の影響を受けずに行える

利点がある。原子炉出力の制御は、制御棒の位置調整

と1次系冷却材中のホウ素濃度の調整による。

図3.10 ABWR型原子炉用インターナルポンプ
東京電力株式会社［電気の史料館］展示

図3.9 ABWR型原子炉圧力容器
および炉内構造物

原子力用  10.9.22  16:06  ページ188



189原子力用タービン発電機技術発展の系統化調査

日本における商用規模PWR型原子力発電所は、

1970（昭和45）年11月に営業運転を開始した美浜発電

所1号340MWプラントが最初である。

PWRもBWRと同様に大容量化、信頼性の向上を目

指した改良が進められている。蒸気発生器や冷却材ポ

ンプからなる冷却材ループの数をプラント出力によっ

て標準化し、美浜発電所1号機は冷却ループ数2であっ

たが、500MW級、800MW級、および1,100MW級では、

それぞれ2、3、4ループを採用している。さらに、燃

料集合体も大容量化に対応した改良がなされている。

比較的短期間でプラント容量の大容量化が進み、

1974（昭和49）年に営業運転を開始した高浜発電所1

号機826MW、1979（昭和54）年に大飯発電所1、2号機

1,175MW、1991（平成3）年に同3号機1,180MWが営業

運転を開始し、大容量化時代に入った（図3.11参照）。

初期のPWR型発電プラントで、蒸気発生器の伝熱管

損傷などの不具合が発生した。その後、国産化の促進

と技術改良により信頼性の向上が図られると共に改良

標準化の取組みがなされ、第1次改良標準化プラントと

して1984（昭和59）年に川内原子力発電所1号機

890MWが営業運転に入った。第2次改良標準化プラン

トとして玄海原子力発電所3号機1,180MWが1994（平成

6）年に営業運転に入った。さらに、1,500MW級の改良

形PWR（APWR）の開発も進められている。図3.12に

APWRと従来形PWRの原子炉容器の比較を示す。

3-4 -3 改良標準化計画と技術高度化18

1975（昭和50）年に発足した「原子力発電設備改良

標準化調査委員会」は、自主技術による信頼性、稼働

率の向上、被ばく線量低減、点検の効率化を目指した

『軽水炉改良標準化計画』を推進し、最終的には炉心

表3.2 BWR主要特徴および仕様の変遷

図3.12 APWRとPWRの原子炉容器の比較17

図3.11 大飯発電所3号機1,180MWタービン・発電機
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を含む原子炉本体にいたるまで自主技術による改良を

図り「日本形軽水炉」を完成することを目標としたも

のである。

改良標準化計画は、第1次（昭和50～52年度）、第2

次（昭和53～55年度）、第3次（昭和56～60年度）と進

められ、第3次改良標準化計画では「日本形軽水炉」

を完成することを目標とした。表3.3に第1次、第2次

改良標準化計画の成果概要を示す。

このような計画的取組みの成果は、例えば日本の原

子力発電所の設備利用率の改善に顕著に現れており、

第3次改良標準化計画が終了した翌年にはBWR

75.9%、PWR 75.8%、総合平均75.7%を達成し極めて良

好な成績を示している。

しかし、1979（昭和54）年3月28日、米国ペンシル

ベニア州スリーマイルズ（TMI）原子力発電所2号機

で発生した炉心損傷事故（第6章6.4参照）は、いくつ

かの故障が重なったうえ、機能すべき非常用炉心冷却

システムを、作業員の判断ミスで停止したことが主な

原因であった。しかし、同じ軽水型炉（PWR）であ

ったことから、一時、軽水炉の安全性、信頼性が疑問

視されたが、事故の教訓を生かした改善対策が多数実

施された結果、今や軽水炉は日本の原子力発電プラン

トの地位を確実にしている。

技術の実用化と定着化の次段階として、技術の高度

化が重要課題になっている。これは経済性と高信頼性

を追及する次世代原子力発電プラントの開発である。

情報、電子技術の高度利用による事故の未然防止、運

転員や補修員の訓練や技術支援体制の確立、標準化の

徹底による建設費低減が課題である。従来は徹底的な

信頼性追及により結果的には建設費の高騰を招き、他

発電方式と比較しても突出していた。特に、国内での

新規原子力発電所の建設が諸般の事情から大幅に減少

し、結果的に海外進出しようとした時、国際価格競争

力の不足は否めなかった。

原子力発電プラントの建設、運転、保守環境の大幅

な変化、特に環境問題、設備償却などから原子力発電

プラントへの期待値が高まってきた。これに応える中

で、高い設備稼働率の確保と設備保守、そして信頼性

確保と建設費低減などバランスのとれた最適化が課題

である。その早急な解決には一層の自主技術の確立と

技術高度化が不可欠である。

全世界で運転中の原子力発電所は434基（2003年末）、

2003年の原子力発電による電力供給量は2兆6,000億

kWhで、これは世界の電力供給量の約16%に相当する。

原子力発電所を運転している国は31か国で、国別で

は米国が最も多く、2位仏国、3位日本、以下露国、独

国の順になっている。図3.13に主要国の原子力発電設

備容量を示す。

各国で建設・運転されている原子力発電所の炉型

は、それぞれの国の技術発展や導入経緯によって異な

る。現在、実用あるいは開発段階にある炉型について

表3.4に示す19 。

原子炉は、ウランを核分裂させ、発生する熱エネル

ギーを取出す装置で、その種類は、

・核分裂を起こす核燃料

・核分裂により生じた中性子を次の核分裂を利用し易

い状態にする減速材

・発生熱を取出す冷却材

などで区別される。主な原子炉についてその主要構成

と特徴を以下に述べる。

動力炉の種類と特徴3.5

表3.3 第1次、第2次改良標準化計画の成果概要
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表3.4 原子炉の種類

図3.13 主要国の原子力発電設備容量（2003年末）

3-5 -1 軽水炉

軽水炉は原子炉圧力容器と呼ばれる丈夫な鋼鉄製の

容器の中に普通の水（軽水）を入れ、その中に燃料棒

が規則正しく配置されている。水が減速材と冷却材を

兼ねている。日本初の商業規模の原子力発電所である

東海発電所（GCR）を除いて、日本の商業用原子力発

電所はすべて軽水炉であり、世界的にも軽水炉が一番

多く、全世界の約90%を占める。

3-5 -1 -1 沸騰水型原子炉（BWR）

原子炉で水（冷却水）を沸騰さす炉で、発生蒸気を

そのままタービンに送る直接サイクル型で、タービン

の回転エネルギーをタービン発電機で電気に変換す

る。（図3.14参照）

3-5 -1 -2 加圧水型原子炉（PWR）

原子炉で水（1次冷却水）を高温高圧の熱湯にして

蒸気発生器に送り、そこで原子炉の水とは別の水（2

次冷却水）を蒸気にし、タービンに送る間接サイクル

型である。

炉内の高圧化で1次冷却水を直接沸騰させない炉で、

タービンに供給する蒸気を発生させるために熱交換器

を必要とし、そこで発生する蒸気は放射能を含まない。

（図3.15参照）

3-5 -2 ガス炉

ガス冷却炉は、炉の冷却材に高圧ガスを、また減速

材として黒鉛を用いたものである。
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3-5 -2 -1 ガス冷却型原子炉（GCR）

現在、発電用として実用化されているGCRは、冷却

材に炭酸ガスを用い、熱交換器で発生した蒸気でター

ビン・発電機を駆動し発電するものである。

天然ウランの金属棒をマグネシウム合金で被覆して

いることからマグノックス炉とも呼ばれる。この炉型

は、出力の割には、原子炉が大形となり、経済性が低

いという難点がある反面、炉心出力密度が低く、炉心

の熱容量が大きく温度の変化が緩慢であるなど固有の

安全性が高い。さらに、燃料交換は原子炉の運転中に

少しずつ行う方式のため余剰反応度が小さくてよい利

点がある。しかし、金属ウランを燃料としていること

から、炭酸ガス冷却材の原子炉出口温度は400℃程度

が限度であり、熱効率も30%止まりである。

3-5 -2 -2 改良形ガス冷却炉（AGR）

マグノックス炉の次世代炉として黒鉛減速、炭酸ガ

ス冷却といった基本技術を維持しつつ、金属ウランに

換えて、低濃縮ウランをステンレス鋼の被服管に挿入

したクラスタを黒鉛スリーブ管に収納した燃料（図

3.16参照）に変更したAGR（Advanced Gas-cooled

Reactor、改良形ガス冷却炉）が英国で開発・実用さ

れた。AGRでは、原子炉出口温度を600℃以上にする

ことができ、熱効率も40%を達成した。その他、コン

クリート製圧力容器（PCPV）を採用し原子炉圧力容

器や蒸気発生器などを効率的よくPCPV内に配置して

いるため1次冷却系の大口径配管をなくすることがで

き信頼性向上に寄与する。

図3.14 BWR原子力発電所の系統図20 

図3.15 PWR型原子力発電所の系統図21

図3.16 東海発電所AGR型原子炉の燃料
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3-5 -2 -3 高温ガス炉（HTGR）

燃料に被覆燃料粒子、減速材および主要な炉心構造

物に黒鉛を、そして冷却材にヘリウムを用い、

1,000℃近い冷却材温度が得られる原子炉である。被

覆燃料粒子は、二酸化ウランなどの燃料核の周囲を熱

分解炭素、炭化珪素などの薄い被膜で3重、4重に包ん

だ直径1mm未満の粒子である。発電用高温ガス炉は独、

米を中心に開発されて、300MW級実験炉が建設され

たが、1980年代に経済性などの理由で運転を中止した。

高温ガスが発生できることから高温ガス炉と蒸気発生

器を組合せた蒸気サイクル発電プラントや高温ガス炉

とガスタービンを組合せた高温ガス炉ガスタービン発

電プラントの概念が生まれた。その代表例が、米国の

GT-HMR、南アのPBMRである。前者は米、仏、日本

の企業とロシア原子力省が共同設計を進めている。

高温ガス炉は、きわめて固有の安全性が高く、

1,000℃近い高温が得られるので熱効率が高く、化石

燃料に依存した分野まで原子力エネルギーの利用拡大

ができる可能性がある。

3-5 -3 重水炉（HWR）

中性子吸収の少ない重水を減速材に用いるので、天

然ウラン燃料でも運転できるほか、軽水炉の使用済燃

料から回収したウランとプルトニウムで製造した

MOX燃料（混合酸化物燃料）なども効率よく燃やす

ことができるなどの特徴がある。

重水炉は、燃料集合体を納めたジルコニウム合金製

圧力管を正方ピッチに配した圧力管型と軽水炉と同じ

構造の圧力容器型とがある。

3-5 -3 -1 重水減速軽水冷却炉（ATR、SGHWR）

この型式は圧力管型のみであり、新形転換炉

（ATR）、英国のSGHWRなどがある。ATRは、減速

材として中性子吸収の少ない重水を使用し、冷却材と

して軽水を用いた重水減速-沸騰軽水冷却型原子炉で、

その発生蒸気をタービン・発電機に送る直接サイクル

となっている。ATRは、日本が独自に開発してきた

炉型であり、軽水炉の使用済燃料から回収されるプル

トニウムを有効に使用することを主目的としており、

その開発は日本のエネルギー政策上の重要な課題であ

る。原型炉「ふげん」165MWプラントが1979（昭和

54）年3月に本格運転を開始した。

3-5 -3 -2 重水減速重水冷却炉

代表例は、加国で開発・実用化しているCANDU-

PHW炉がある。天然ウランを効率よく燃やすことを

主目的に開発された炉であるが、微濃縮ウランやプル

トニウムも効率よく燃やすことができ、さらに将来、

トリウムを使用して増殖炉に近い性能が期待できるな

ど、種々の燃料への適用性の高い原子炉である。

CANDU-PHW炉では、燃料をできるだけ効率的に

燃やすため、運転中に燃料取換えを行う。

3-5 -4 高速増殖炉（FBR）

FBRは、軽水炉などの熱中性子炉が十分に減速され

た中性子によって連鎖反応を持続するのに対して、核

分裂の際に生成される高速中性子が連鎖反応の主役を

務める。原子炉の炉心で核分裂の連鎖反応を行わせて

エネルギーを取出す一方、通常は連鎖反応に直接寄与

することなく無駄に失われてしまう中性子を、できる

かぎり238Uなどの親物質に吸収させて、親物質を新し

い核分裂性物質に変換させる反応も同時に行わせ、消

費される核分裂物質よりも多量の新しい核分裂性物質

を生成する。高速増殖炉はウラン資源のもつエネルギ

ーの60%以上を利用することが可能と予測されており、

リサイクル特性に優れた発電炉として、将来のエネルギ

ー政策のうえで重要な意義を持つ。日本の他、仏国、カ

ザフスタン、露国で原型炉クラスの開発が推進された。

3-5 -4 -1 ナトリウム冷却型高速増殖炉

FBRでは炉心内に減速材を用いないが、冷却材お

よび一部の構造材などがある程度、中性子を減速させ

る。したがって、冷却材もできるだけ軽い原子核を含

んでいないものを選んで用いている。一方、FBRは

炉心の出力密度が高いので、効率のよい熱輸送材が必

要になり種々の候補材料が検討されてきたが、今日で

は液体ナトリウムが最も一般的な冷却材として採用さ

れている。ナトリウムの特性は、冷却材としての使用

温度では金属特性を有し、中性子の断面積22が小さく、

高沸点（1気圧で約880℃）、低融点（同97.8℃）と液

相の温度範囲が広く、高い熱伝導度と蒸気圧が低い点

にある。

日本では、動力炉・核燃料開発事業団が中心となっ

て1967（昭和42）年以降開発に着手し、日本初のナト

リウム高速増殖炉の実験炉「常陽」が1977（昭和52）

年4月に初臨界を達成し、その後100MWの熱出力をも

つ照射炉として運転されている。次段階の炉として、

原型炉「もんじゅ」（電気出力280MW）が建設され、

1994（平成6）年4月に初臨界に達し、ナトリウム漏洩

事故に至るまで各種の性能実験を実施した。1995（平

成7）年に40%出力の発電に成功したが、同年12月に

発生した2次系のナトリウム漏洩事故以降、プラント
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は停止中である。図3.17に「もんじゅ」高速増殖原型

炉の系統図を示す。

原子力発電の黎明期において、日本には原子力発電

プラントに関する基礎技術はほとんどなく、すべて海

外からの導入技術である。世界で唯一の被爆体験国と

して核に対する特別な感情があり、原子力の平和利用

と言えども国民の中には強い反対論があり、学識経験

者も慎重論者が多かった。しかし、化石燃料の限りあ

る利用可能埋蔵量への危機感から、次世代エネルギー

源として核燃料を位置付けた国のエネルギー政策に基

づき、しかも国連および米国の求める平和利用のため

の厳しい制限条件を遵守しながら、「原子力の研究・

開発・利用を平和目的に限定し、民主、自主、公開の

3原則」を大前提として日本の原子力発電は発展して

きた。

初期における原発推進上の課題は、以下に集約さ

れる。

① 安全性を最大課題とし、商用規模原子力発電プラ

ントの実現

②　無尽蔵ではない核燃料の最大有効活用のための燃

料サイクル

③　既存発電システムと競合できる自主技術による大

容量原子力プラントの早期実現

敗戦国、被爆体験国としての核の特殊事情、国際関

係重視、そして国のエネルギー政策上の重要課題と言

うことから、原子力行政の体制整備として

①　原子力利用の政策、関係行政機関の総合調整、原

子力予算の見積と配分、核燃料物質および原子炉

の規制、障害防止などに関する企画・審議・決定

する権限をもつ機関として「原子力委員会」の設

立（権限の集中化による国の強力リーダシップ）

②　政府内担当部門の整備・設立（法的整備の準備、

具体的な推進機関）

その実現のため、原子力研究、原子力産業の体制と

して、

①　日本の恒久的な原子力センター・基礎的な研究機

関としての日本原子力研究所

②　商用規模プラントによる建設・運転・保守に関す

る技術習得の場としての日本原子力発電株式会社

③　核燃料の研究・開発・実用機関としての原子燃料

公社

④　設計・製造・建設などの国産化推進母体としての

日本原子力産業会議

などの機関を設立し体制固めをした。その具体的な実

現手段として、主要施策を以下に示す。

①　海外の建設、運転実績のある商用規模原子力プラ

ントをベースとし、日本の特殊設置環境に適合す

るように設計したプラントの導入（安全性、高信

頼性最優先）

②　将来的な改良、「日本形原子炉」の開発のための

基礎研究の並行的な推進

③　将来の原子力電源開発に必須な国民の原発への理

解獲得の広報活動（実プラントによる安全な運転

による実証、原子力広報施設の併設などによる

PR）

④　第二次世界大戦前に世界トップレベルに成長した

火力発電の実績を最大限生かしつつ、未経験の1

次系機器の国産化の促進（長期展望による原子力

発電の定着）

この様な背景で推進されてきた日本の原子力発電

プラントの今日までの発展経緯を、動力炉を主に概

観する。

3-6 -1 原子力発電プラントの発展

第二次世界大戦後に米大統領の提唱する「原子力平

和利用」に呼応して、国連を中心として世界レベルで

各国が原子力発電プラントへの利用を検討し始めた。

日本も国際協調のなかで、次世代エネルギー源と位置

付けエネルギー政策の一環として取組むことになっ

た。しかし、被爆体験国として核への特別な感情があ

り、全体的には受け容れられなかった。

政府は、「安全性の確保」を絶対条件として、原子

力発電プラントの建設を推進、その遂行過程で技術確

立に取組んできた。今や、世界的にも3番目の設備容

量を保有し、総電力量の約35パーセントをまかなうま

で原子力の電源開発を進めてきた。

この様に、原子力発電プラントは国際関係、国民感

日本における動力炉の歩み3.6

図3.17 FBR型原子力発電所「もんじゅ」の系統図23
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情、そして電力事情などとの深い係わりの中で進展し

てきた。表3.5に黎明期から今日までの原子力発電の

発展を、そこに関わる分野との関係で概観する。

原子力発電に対する国民感情は、当初の否定的な受

止めは、政府、電力会社などの必死の広報活動により

次第に理解は得られてきた。何よりも実際の原子力発

電プラントを安全に運転し発電することが重要であ

り、高信頼性から商用規模の実績プラントを輸入し、

建設・運転段階で続出する問題に立ち向かい解決して

営業運転にこぎ着けた関係者の大変な努力によるとこ

ろが大きかった。

その後の順調な建設により発電所数や総設備容量が

増えたが、電力会社ほかの関係者の努力で順調な運転

を実現した。

原子力発電プラントは多額の建設費を要するため、

高い稼働率での運転が要求される。一方、原子力プラ

ントの安全確保からプラントを停止し、予め決められ

た項目の点検が法令により義務付けられているが、各

種の施策により点検期間の短縮を図り、各社、各発電

所間で設備稼働率競争が展開された。

しかし、製造時の欠陥や運転経過に伴う各種の問題

が発生し、官民挙げた努力でやっと作り上げた「原子

力安全神話」は、次第に崩れはじめ、また事故や不具

合の隠匿、さらに検査記録の改竄などが露見したこと

により、国民の間に不信感がつのり始めた。

個々の事故や不具合の原因追及と対策を実施する一

方、自主技術によりこれらを反映し改善・改良した新

設プラントを開発・設計し、さらに独自技術で「日本

形炉」を開発する本質的な取組みがなされた。特に、

効率的、高精度の設計のためのツールの発達は著しく、

3D-FEMなどの高度解析技術は勿論、プラント機器配

置の検討、効率的な工事進捗、そして保守性・運転性

の改善検討などにエンジニアリングモデルが活用さ

れ、そして最近では3D-CADが導入されている。図

3.18にエンジニアリングモデルを示す。

これらの取組みにより、十分とは言えないが、次第

に安全性・信頼性に対する理解は得られつつあり、そ

れに環境問題の解決策の一つとして、特に温室ガス抑

制に効果的な発電システムとしての認識が次第に得ら

れた。

日本における原子力発電プラントの目覚しい発展の

原動力は、高信頼性確保を第一優先とする国の基本方

針に電力会社が応え、過剰とも思える高品質を仕様化

し、製造・建設・運転の各段階でメーカに要求し実現

してきた姿勢と思われる。

3-6 -2 発電用動力炉の発展

1次系の中心機器である原子炉の日本における発展

の経緯を図3.19に示す。

黎明期の日本には1次系技術はほとんどなかったが、

輸入プラントの計画・建設・運転を通して習得した原

子力プラントの技術は、次段階として日本メーカが輸

入機のメーカと技術提携して入手した導入機の設計図

書により同型機の製造国産化を図るなかで習熟度が増

してきた。さらに運転中のプラントで発生した不具

合・事故の真因究明と対策検討に取組み、自主技術で

解決を図ることで技術力は飛躍的に向上した。まさに、

失敗に学ぶことで、真の技術力が涵養されたと言える。

その結果、導入プラント設計からの脱却を図り、自

主技術により改善改良しプラントの安全性、信頼性を

さらに追及した結果、設備利用率は次第に改善されて

いった。導入基本技術をベースに設計法を確立し、自

主技術で大容量・高性能プラントの設計・製造をでき

るところまでレベルアップしてきた。

日本が比較的短期間で、原子力プラント関連の自主

技術を確立できた要因として幾つかが考えられる。そ

の一つは、BWR型とPWR型の2つの軽水炉型発電プ

ラントが導入・実用され、複数社がそれぞれを担当し、

互いに競合しながら高い安全性・信頼性を有する原子

力プラントの実現に向け努力したことである。

他の大きな要因は、世界的にも主流となった軽水炉

技術を主導してきた米国が、TMI事故以降のエネルギ

ー政策の変更により原子力発電所の新設を全面的に中

止したことである。米メーカが国内市場の消滅から次

第に製造現場を失ってゆく中、日本メーカは「ものづ

くり」の場を得、経験・知識を蓄積し続けたことであ

る。極言すれば、頭の部分、すなわちエンジニアリン

グは依然として米国が主導していたが、体の部分、製

造の場を日本が担当するフォーメーションが次第に出

来上がっていった。

原子力発電プラントのような巨大システムの構築に
図3.18 原子力プラント設計用エンジニアリングモデル
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は、知識・経験は勿論であるが、高レベルのシステム

エンジニアリング力が不可欠であるが、この分野は歴

史的にも、実績面でも日本の不得手とする技術分野で

あった。

しかし、日本が製造を担当する組合せは、短期間で

の技術移転に最も有効であり、既に火力発電他で日本

の大半の産業分野が通ってきた路であり、製造を通し

て得られる知識と経験は多く、確かである。これに、

日本の原子力センターとしての日本原子力研究所（当

時）、各メーカが多額投資をして充実してきた研究開

発センターによる成果が加わり、原子力プラント技術

力は急速に高度化していった。

これらの経緯で確立された技術力を背景に、国際協

調を図りながら「改良形原子炉」の開発を主導した。

これは「日本形炉」と言っても過言ではなく、信頼性、

安全性、そして性能面で世界的にも最も進んだ改良型

原子力用動力炉の実現である。

これに、内外の重大事故の分析と再発防止策からマ

ン・マシン・インターフェースの高度化、高信頼で保

守の容易な計測制御システム、ひいてはそのソフトウ

エアの大部分を占める異常診断技術（自動監視診断技

術）の長足の進歩があり、この分野では日本が誇る制

御技術力が大いに発揮されている。図3.20にABWR型

発電所の中央制御盤を示す。

しかし、安全性、信頼性を過度と思える位に追及し

てきた結果、機器コスト、プラント建設費の増大を招

いたことは否めない。立地難から国内の新規原子力発

電プラントの建設が減少するなかで、培ってきた技術

力の維持に必要な最小限のプラント建設が既に恒常化

している国内市場から、海外市場への進出は時間の問

題である。機器製造者はもちろん、電力会社にとって

もますます深刻化する問題であり、昨今の地球環境問

題からそのニーズは一層増している。当然、海外プラ

ントも高い安全性と信頼性重視は変わらないが、ボー

ダレス時代にあって、競争原理から厳しい価格競争を

強いられることは必至である。費用を掛けても高い安

全性の実現を図ってきた日本の電力会社に慣れ親しん

できた日本メーカにとって、国際市場での価格競争力

の不足は否めない。安全性と信頼性を維持しながら、

経済性との両立を実現する必要があり、真に技術力が

要求される。図3.21に原子力発電プラント技術発展の

関連図を示す。

図3.20 ABWR型発電所の中央制御盤

原子力用  10.9.22  16:06  ページ198



199原子力用タービン発電機技術発展の系統化調査

図
3.
21

原
子
力
発
電
プ
ラ
ン
ト
技
術
発
展
の
関
連
図

原子力用  10.9.22  16:06  ページ199



200 国立科学博物館技術の系統化調査報告　Vol.6  2006.March

原子力発電は、原子炉内の核分裂で発生した熱エネ

ルギーを冷却材で取出し、蒸気プラントで回転エネル

ギーに変換した後にタービン発電機で電気エネルギー

に変換する。

原子力発電プラントの熱サイクルは、冷却材につい

ての熱除去サイクルと、蒸気プラントの作動流体の蒸

気サイクルとから構成される。

蒸気サイクルは、以下の2つがあり、それぞれ軽水

炉の場合の炉型に対応する。

・直接サイクル：冷却材が直接、蒸気プラントの作動

流体となるもの（BWR；3-5-1参照）

・間接サイクル：冷却材と蒸気プラントの作動流体と

の熱の授受が、熱交換器（蒸気発生

器）を介して行われるもの（PWRな

ど；3-5-1参照）

直接サイクルは、炉で発生した熱エネルギーをター

ビンに直接導入するため効率よく回転エネルギーに変

換できる反面、放射線を帯びた冷却材がタービン、復

水器などの蒸気プラントを流れるため放射線管理区域

が広がり、遮蔽対策や分解時作業への制約が増す。

一方、間接サイクルは直接サイクルの裏返しの特徴

を有し、熱交換器による変換効率により決まる熱損失

が発生する。一つの原子炉に対し複数の熱交換器が設

置され、2次系の何れかの蒸気系統で万一問題が発生

しても他の正常な系統を使用して炉およびタービン系

の運転継続が可能である。例えば、原電東海発電所の

場合、熱交換器、タービン・発電機、および復水器ま

での蒸気プラントが2系統で構成されている。

原子力発電プラントにおけるタービン系の機器構成

は、火力発電プラントのボイラを原子炉で置換えれば

ほぼ同じとなる。しかし、その蒸気特性は、炉型、蒸

気プラントにより異なり、タービンに導入される蒸気

の性状は、タービン設計と深く係わる。

軽水炉型原子力発電所の蒸気条件

軽水炉の発生蒸気は、燃料などの温度制限と熱伝達

特性による制約で、火力発電システムの蒸気性状と異

なる。BWRを主にその違いを以下に示す。

（1）飽和蒸気で、火力に比べ圧力、温度が低く熱落差

が小さい。

（2）同容量の火力機と比べ蒸気量が約2倍になり、ター

ビン各部の流路や翼長が大きい。

（3）大口径化による遠心力緩和のため、火力機の半分

の回転数が多く採用される。

（4）蒸気湿り度が高く、湿分除去および浸食防止の工

夫が必要である。

（5）BWRの場合、加熱源が一定圧力であるため、ター

ビン作動過程の低圧蒸気を炉に戻し再熱すること

が出来ない。したがって、湿分分離再熱器内で高

圧タービン排気蒸気を抽気や主蒸気を用いて加熱

する。

（6）系統内蒸気の漏れ防止に、タービンケーシングの

シール部（グランド部）に清浄な蒸気が必要であ

る（4Sスチームシール、Separate Steam Seal

System）。

（7）起動時や負荷変動時、炉の余剰蒸気を直接復水器

へ送気するバイパスラインを有す。

4 原子力用タービン

蒸気サイクル4.1 蒸気条件4.2

表4.1 火力タービンと原子力タービンの比較
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表4.1に火力タービンと原子力タービンの比較を示す。

火力発電プラントの蒸気に比べ圧力・温度ともかな

り低く、熱効率も低く、また、飽和蒸気が一般に採用

されるので、タービン設計は湿分分離や浸食防止を考

慮する必要がある。

ガス炉型原子力発電所の蒸気条件

初期のガス冷却炉では、炭酸ガス冷却材の炉出口温

度は400℃程度が限度で、熱効率も30%止まりであっ

た。その後主流になったAGR（3-5-2-2参照）では、炉

出口温度を600℃以上にでき、熱効率も40%を達成し

た。冷却材の高温化に伴い蒸気プラントの設計自由度

が増し、プラント全体としての経済性から最適システ

ムが決定される。

日本で主流となっている軽水炉型発電プラントで使

用されるタービンは、その蒸気条件から蒸気消費量が

多く、同一出力に対し火力機の約2倍になり、大きな

排気面積が必要となり低圧最終段翼に長翼を使用す

る。そのため、湿分による翼の浸食防止から翼先端周

速度を低くする必要があり、火力機の半分の回転数

1,500、1,800min-1が一般である。しかし、一部海外で

は高速機を採用した大容量軽水型発電所（図4.1参照）

が建設されているが、すべて3,000min-1機で、遠心力

による回転部への制約が比較的緩いことによる。しか

し、遠心力が大きい3,600min-1機で大容量機を実現す

ることは極めて困難であり、大容量プラントの実績は

ない。主要各国の原子力用タービン発電機の極数・周

波数を表4.2に示す。

一方、GCRはガス冷却材の炉出口温度が高く、

3,000min-1の高速機が採用される。初期の中容量ガス

冷却型原子力発電所では、原子炉1基に対しタービ

ン・発電機2基の組合せも多用された。

日本の高速回転機を採用した原子力発電プラントを

以下に示す。

原子力発電プラントでは低速機が一般的であるが、

回転数の選定には複数の要素があり画一的には決定さ

れない。主要な決定要素として以下が考えられる。

・蒸気サイクル条件

・発電プラント出力

・発電周波数（50または60Hz）

・高速回転（3,000または3,600min-1）のタービン・発

電機の可能最大単機容量

・タービン・発電機の信頼性（翼の腐食、軸系の振動

など）

一般に、エネルギー変換に必要な回転体の質量は回

転数に逆比例し、低速機ほど大きくなる。これはター

ビン・発電機にも適用され、機器製造コストの増加要

因となり、さらにBWRでは放射線管理領域の拡大に

伴う遮蔽対策や分解作業の費用が増大する。したがっ

て、機器設計・製造上の限界、機器や建屋などの初期

費用、そして運転効率、機器保守費、プラント事故停

止に伴う間接損失など運転コストを総合的に検討して

決定する必要がある。次項で、蒸気プラントの性能を

左右する蒸気条件の改善策について述べる。

タービン回転数4.3

発 電 所 

日本原子力研究所 JPDR-1 

日本原子力発電株式会社 東海 

動力炉核燃料開発事業団 ふげん 

動力炉核燃料開発事業団 もんじゅ 

BWR 

GCR 

ATR 

FBR

12.5 

166（=83X2） 

165 

280

3,000 

3,000 

3,600 

3,600

原子炉型 電気出力（MW） 回転数（min-1） 

表4.2 各国の商用周波数とタービン発電機の極数

図4.1 BWR型発電所1,220MW-3,000min-1

タービン・発電機
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蒸気プラントの蒸気条件を改善し、高速機採用によ

る機器コストの低減、あるいは蒸気サイクルの改善

によるプラント効率の向上など、総合的な経済性を追

及するようプラントの基本計画を決定しなければなら

ない。

BWRの場合、原子炉内部で冷却材は燃料から熱を

受け加熱沸騰し、蒸気と水の混合流体となって上昇す

る。原子炉上部に設置された気水分離器内で蒸気と水

に分離される。気水分離器を通過した蒸気は、まだ

5%程度の湿分を含んでいるので、さらに蒸気乾燥器

によって湿分除去し、0.1%以下としてタービンに導か

れる。冷却材の炉入口温度は180～220℃、発生蒸気圧

力約7.1MPa、温度286℃である。

PWRでは、炉心出口の冷却材温度が運転圧力にお

ける飽和温度より低く保持され、炉心を出た冷却材は

蒸気発生器で2次側の蒸気を発生させた後、1次冷却材

ポンプで炉に戻される。冷却材（1次）側と蒸気（2次）

側とは蒸気発生器により分離され、1次側は15.7MPa

に加圧されている。冷却材の炉出入口温度はそれぞれ

約330℃、290℃である。

軽水炉型発電プラントでは、このように低圧・低温

蒸気が高圧タービンで所定の仕事をし、その排気は湿

り度11～12%となる。このため高圧タービンから低圧

タービンへの連結管に設置した湿分分離器で蒸気中の

水分除去した飽和蒸気が低圧タービンへ送られる。

一方、湿分分離器の他に再熱器を追加したプラント

では、湿分分離後の飽和蒸気をさらに再熱し、過熱度

60～80℃の乾き蒸気として低圧タービンへ送られる。

このような再熱式のサイクル熱効率は、非再熱式に比

べ2.0～2.5%増加する。また、低圧タービン入口の蒸

気が過熱蒸気となり、低圧タービン浸食防止の面から

も有利である。また、再熱式では蒸気条件の改善によ

る低圧タービンの設計条件の緩和で、高速機採用の可

能性が高くなる。

高速化の選択は、そのディメリットである再熱器追

加による機器費用の増加、緩和されるが抜本的解決が

困難なタービン翼の浸食などによる信頼性低下や保守

費用の増加などを総合的に検討して決定しなければな

らない。

日本の軽水型原子力発電プラントでは1,500または

1,800min-1が採用され、そこで採用されるタービン形

式を以下に示す。

4-5 -1 原子力タービンの形式

高圧と低圧タービンを串型に直結（タンデムコンパ

ウンド型）して所定のプラント出力が出せるように配

置する。表4.3にプラント出力とタービン形式の関係

を示す。

高圧タービンはシングルフロー形（タービン車室の

蒸気の給排気が各1）とダブルフロー形（タービン車

室の蒸気の給気1、排気2）があるが、前者は比較的プ

ラント出力が小さい場合に、後者は大容量化に伴い蒸

気量が増大する場合に採用される。

高圧タービンで所定の仕事をした後の排気蒸気は低

圧タービンへ送られる。低圧タービンの車室数はプラ

ント出力の増加に伴い2、3と増え、それぞれはダブル

フロー形が採用される。すなわち、高圧タービンの排

気蒸気は4、6分流となる。低圧タービン車室数は、蒸

気流量が最も多い低圧最終段翼の長さによって決まり、

1,500および1,800min-1用とも52インチ（132cm）が実用

されている。これら低圧最終段翼は、タービン効率、

排気分流数、ひいては低圧タービン車室数に影響を与

える重要部であり、メーカは競って長翼の開発に取組

み、世界的にもトップレベルの長翼が日本メーカの自

主技術により開発されている。図4.2に1,175MW低圧

タービン最終段翼を示す。また、BWR型発電プラント

の出力と高圧、低圧タービン軸の配列を図4.3に示す。

原子力蒸気タービンの形式4.5

表4.3 プラント出力とタービン形式の関係

蒸気条件の改善4.4

図4.2 大飯発電所2号機低圧タービン最終段動翼
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4-5 -2 原子力タービンの特徴

低速タービンのロータは質量の大きい回転体で、特

に低圧ロータは直径、重量とも大きく、従来はロータ

軸に円盤状の鍛造品（ディスク）を焼嵌めし、その外

周面に加工した溝にタービン翼を組立てる構造を採用

してきた。最近は、腐食対策から大口径の一体鍛造軸

材を使用し、機械加工によりディスク部を削出した一

体形ロータが採用される。

湿分の高い蒸気を使用する原子力用タービンでは、

浸食防止対策が重要課題で、以下に示すような対策が

講じられている。

・動翼（ロータに組立てられた翼）の上流側背面に溝

を設け、運転時翼に付着する水分をこの溝に集め、

円周方向に飛ばして湿分分離を行う。

・低圧最終段に近い動翼の先端入口部（蒸気流れの上

流側）に耐浸食性に優れたステライト片の貼付け、

あるいは特殊表面処理により浸食を防止する。

・高湿分の漏れ蒸気流で浸食されやすい隙間や気密面

に耐食材による表面処理を行う。

図4.3 プラント出力と高圧、低圧タービン軸の配列
（註）HP：高圧タービン、LP：低圧タービン
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原子炉で発生した熱エネルギーは、蒸気タービンで回

転エネルギーに、そして最終的にタービン発電機で電気

エネルギーに変換される。タービン発電機は、原子力発

電プラントの最後のエネルギー変換装置であり非常に

重要な機器であるが、1次系機器や蒸気タービンと比べ

て技術課題は比較的少なく、最大課題は原子力発電プラ

ントの信頼性をタービン発電機に係る不具合で損なう

ことのないように十分な信頼性を確保することである。

原子力用タービン発電機は、火力用と本質的な違い

はない。蒸気条件から一般的に採用される低速タービ

ンにより駆動される4極タービン発電機は、火力用高

速機に特有な高回転遠心力によるロータ機械強度や軸

振動問題が大幅に緩和される。

しかし、大形・大口径軸材の製造、電気設計上の制

限となるステータ鉄心端部過熱、さらに遠隔地の発電

プラントからの大電力安定送電など大容量化に伴う課

題がある。以下に2極機との比較で4極原子力用タービ

ン発電機の特徴、技術課題などについて述べる。

原子力用タービン発電機は4極機が一般的であり、

回転数と周波数の関係を以下に示す。

火力用2極機、原子力用4極機とも同期発電機のうち

の「タービン発電機」として分類され、次ぎの共通点

がある。

・高速同期発電機であり、円筒形ロータを有すること。

・常により大容量機の開発が要求されること。

2極機は、通常の突極形ロータ構造の採用が困難で

かつ不経済なため、小容量を除き円筒形ロータとす

るのが普通である。4極機は、小容量機では突極構造

が構造設計および経済性から有利なので一般的に採

用されるが、その製作限度から大形機ではすべて円

筒形ロータが採用され、基本構造は2極機と同様であ

る。以下に、基本設計上の特徴的な相違を述べる。

5-1 -1 4極機と2極機の基本設計上の相違

同一容量に対し、回転数に逆比例した大きさのロー

タ、すなわち2極機のほぼ2倍の重量のロータが必要で

ある。また、ロータに要求される発生磁束は電圧を発

生するための磁束量とステータ電流を流すための磁束

量とのベクトル和であるが、4極機の回転数が2極機の

半分となるため、低い回転速度に見合う分だけ磁束量

を増やす必要がある。これは、出力係数が回転数に無

関係にほぼ一定になるという関係でよく知られてい

る。この関係は冷却法あるいはロータスロット内に組

立てられる銅線の割合（占積率）などで変化するが、

ごく一般的には4極機は2極機の2倍のロータ重量とな

り、2極機に比べ同程度の鉄心長でロータ直径が1.5倍

程度と考えて大差はない。

電気基本設計的にみて4極機と2極機の差を明らかに

するため、幾何学的に相似なロータをもつ2極および4

極発電機の諸元について考察する（図5.1、表5.1参照）。

図5.1において左が最適寸法に設計された2極機のロ

ータ断面図、右が4極機のロータ断面図で回転速度は2

分の1、したがって、軸材の機械強度面から半径方向

寸法は2倍にできる。両者の設計で周速は等しいので

遠心力によるロータ軸に働く応力は等しくなる。磁極

の周長が等しいので磁極底（a-b）の磁束密度で制限

すれば、両者の1極当たり磁束は等しくなる。

もし、2つの設計がステータコイルに働く電磁力お

よび温度上昇により制限されると仮定すれば、単位周

長当たりの電流容量およびステータ歯部磁束密度は両

設計で等しくなり、4極機では周長が2極機の2倍であ

るから単位鉄心長当たりの発電機容量は2倍となる。

5 原子力用タービン発電機

原子力用4極タービン発電機と
火力用2極タービン発電機の比較5.1

周波数 

50Hz 

60Hz

原子力用（4極） 

1,500min-1 

1,800min-1

火力用（2極） 

3,000min-1 

3,600min-1

図5.1 2極ロータと4極ロータの寸法、磁束の比較図
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この時、ロータ重量は4倍となる。これらの仮定の

もとで両設計はロータに働く応力や1極当たりの磁束

量が等しいのみならずステータコイルの電磁力も等し

くなる。また、ロータの1極当たりアンペアターン数

が等しいが電流密度は2分の1になり、単位体積当たり

の抵抗損I2Rは4分の1となる。ロータ冷却方式が同じ

なら、冷媒ガス通路の面積も4倍となるため、冷媒ガ

スの流速が等しいとすれば4極機の温度上昇は4分の1

になる。同様にして、2極機と同一容量の4極機につい

て考察する。タービン発電機の基本式は、一般につぎ

のように表せる。

P=k・D2・L・B・A・n

ここで、

P：発電機容量

D：ステータ鉄心内径（図5.2参照）

L：鉄心長（図5.2参照）

B：ギャップ磁束密度（磁気装荷）

A：電機子アンペア導体数/m（電気装荷）

n：回転速度（min-1）

この式の中でk・B・Aは出力係数（OPCと称す）と

呼ばれ、次の式で表す。

P
OPC=k・B・A=

D2L・n

OPCは、冷却性能、ロータコイル占積率などによ

り変るが、概略同じと見なせる。OPCが等しい場合、

同一容量の2極機に対して、4極機では2倍のロータ重

量が必要である。

4極機は、2極機と幾何学的に相似なロータをもち、

両者で鉄心長が等しいとするならば、その直径は√2倍

となり、1極当たりの磁束量、アンペアターン数は1/

√2となる。この時1極当りタコイル断面積は2極機と等

しくなり、その電流密度は1/√2となる。ロータコイル

内の冷媒ガス流速が等しいならばその温度上昇は2分

の1となる。

ステータコイルに働く電磁力および温度上昇が等し

いとして、これらの仮定のもとでロータ直径は√2倍、

重量は2倍となるが、回転により軸材に働く力は1/2と

なる。ロータの1極当たりアンペアターン数は1/√2で、

ロータコイル温度上昇は1/2となり、4極機におけるロー

タの機械および冷却設計の自由度が分かる。これらの

関係を表5.2にまとめた。理想的な条件での考察である

が、実際の設計においても傾向的にはほぼ同じである。

一般に4極タービン発電機では軸径の制限が少なく

設計自由度が大きいが、1,000MVA超の大容量機では

ロータコイル温度上昇が問題となるため冷却強化を図

り寸法の増大を抑える設計が必要となる。

表5.1 2極、4極水素直接冷却タービン発電機諸元比較

図5.2 発電機の主要寸法

表5.2 2極、4極水素直接冷却タービン発電機の比較
（同一容量）
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原子力用4極タービン発電機は、同一容量の2極機と

比較して以下の特徴を有す。

・ロータ径は約1.5倍、重量は約2倍となるが、回転遠

心力は小さい。

・ロータが大口径・高剛性であるため危険速度は高

い。2次危険速度が定格回転数より高くなる傾向に

あり、バランス調整は容易である。

・遠心力が小さいのでスロット形状を大きくでき、1

極当りのスロット有効断面積は約140%になる。

・1極当りの励磁アンペアターン数は約70%になり、

励磁容量は約60%に減少する。

・ロータコイル損失密度が低く、2極機より低性能の

冷却方式が採用される。

・1極当りの磁束は約70%になり、その分ステータ鉄

心のコアー寸法が減少するので、ロータ径の増大に

伴い鉄心内径も増大するが、ステータ鉄心外径の増

加は少ない。

・ステータ鉄心コアー寸法が小さくなるが、電磁振動

ノード数が増すので固有振動数が高くなり、振動振

幅も2極機の20～40%となるので、弾性鉄心支持構

造が不要である。

・風損、界磁銅損、ステータエンド部の漂遊負荷損が

減少するので、発電機効率は高い。

以下に原子力用4極タービン発電機の主要技術につ

いて述べる。

5-2 -1 冷却方式

日本で原子力用タービン発電機が製作される以前

は、火力用2極、4極機が多数製作されてきた。これら

はすべて空気冷却機であったが、1955（昭和30）年頃

から冷却性能に優れた水素ガスが採用され始め、単機

容量が急速に増大していった。

冷却性能の一層の改善のため、間接冷却に代り導体

内に冷媒流路を形成して直接的に冷却する技術が開発

された。ロータ・ステータ水素ガス直接冷却、ステー

タ水直接冷却などが適用され、記録的大容量機が相次

いで完成した。したがって、商用規模の原子力発電所

では最初から水素・水直接冷却タービン発電機が採用

された。

ロータコイルの冷媒として水を使用するロータ水直

接冷却方式が独国、スウェーデン、ソ連（当時）で大

形化技術として開発され、特に独国では原子力用機で

多用された。これは、欧州では大形一体塊状軸材の入

手が困難で、水冷ロータの適用で高性能化を図り、大

容量機を実現した。

（i）ロータコイルの直接冷却

ガス冷と水冷の2方式が実用された。主に欧州で採

用された水冷ロータは漏水による絶縁耐力や冷却性能

の低下問題が発生したが、それ以上に深刻な問題とし

て18Mn-5Cr鋼エンドリングのクラックや運転中の破

損であった。漏水による湿分に起因するSCCが主原因

であり、重大事故を切掛けとして次第に採用されなく

なった。

日本の原子力用4極タービン発電機で実用されてい

るガス直接冷却ロータコイル断面の代表例を図5.3に

示す。これらの冷媒供給方式は次の2種類となる。

・エンドフィード形24 

・サブスロット形25

また、導体内の冷媒通路により大別すると次の2種

類となる。

・アキシャルフロー形‥‥冷媒が導体内流路を軸方

向に流れる方式でエンドフィード形と組合され使

用される。

・ラジアルフロー形‥‥冷媒が導体内流路を半径方

向に流れる方式でサブスロット形と組合され使用

される。

これらの組合せにより以下に示す2種類の通風冷却

方式が広く採用されている。

・アキシャル・ラジアル方式‥‥コイルエンド部から

導体内に供給された冷媒が軸方向に流れ、中央部で

半径方向に流れてエアギャップに放出される（図

5.3（a）参照）。

・ラジアルフロー方式‥‥スロット底部に設けたサブ

スロットに供給された冷媒が、導体内に一定間隔で

設けたラジアル通風孔を流れ、ギャップに放出され

る（図5.3（b）参照）。

火力用2極機では、導体内を斜方向に流れるダイア

ゴナルフロー方式が採用されるが、原子力用機ではこ

のような高性能冷却方式は必要でなく適用されない

（図5.3（c）参照）。

原子力用4極タービン発電機の特徴5.2

図5.3 直接冷却ロータコイル断面の例
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直線部の冷媒流路構造やその流路長により冷却効果

は異なる。図5.4に各種冷却方式による冷却効果の比

較例を示す。

（ii）ステータコイルの直接冷却

ガスまたは水直接冷却の適用で電流容量は飛躍的に

増大し、大容量化が可能となった。図5.5に直接冷却

ステータコイル断面の代表例を示す。

大電流化と共に素線（導体を構成する銅線）の横並

び数が2、4、6列となり、またコイル高さの増加を出

来るだけ抑えながら低損失化を図るため中実素線と中

空素線を組合せた混合素線コイル設計が実用されてい

る。一般に、同一スロット内の上コイルの損失は下コ

イルより大きく、その分熱伸び量が増える。上下コイ

ル間の温度差は、長期運転でコイル固定の弛みを生じ

絶縁損傷を来す。直接冷却コイルでは断面形状と冷媒

流量を自由に選べることから上下コイル温度の均一化

ができ、このような不等断面コイルは、コイル長の長

い原子力用機の長期信頼性改善に有効である。

5-2 -2 ステータコイル結線

原子力タービン発電機の大容量化課題の一つにス

テータ容量の増大があり、端子電圧の上昇を抑えな

がら大電流化を図り、その大電流を枠外に取出さな

ければならない。

基本設計上の特徴として4極機では4回路並列のス

テータ結線が採用でき、結果的には大容量機でも比

較的低い電圧となる。低電圧化によりステータ電流

は増加するが、特殊なコイル結線により口出しブッ

シングをタービン側、コレクター側に分割して計12

本引出し、ブッシング1本当りの電流を低く押さえる

ことが出来る（図5.6、5.7参照）26 。図5.5 直接冷却ステータコイル断面の例

図5.4 各種ロータ冷却方式の冷却効果の比較

図5.6 4極タービン発電機ステータコイル接続図
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5-2 -3 ステータ鉄心支持法

2極機のステータ鉄心の磁気振動は4節振動モードで

あり（図5.8（a）参照）、鉄心固有振動数を発電周波

数の2倍から離調することは必須であるがが、それで

も半径方向の鉄心振動振幅は数十μmとなる。この鉄

心振動を基礎台に伝達しないため、鉄心をスプリング

などでステータ枠に弾性支持し振動絶縁する。一方、

4極機では、8節振動となるため（図5.8（b）参照）、

鉄心コアー部の高さが小さいにもかかわらず固有振動

数は高く2極機の約3倍となり、また振幅は小さく2極

機の約1/3となる。したがって、振動絶縁は不要で、

鉄心はステータ枠に直接取り付けることができる。以

上のようにステータ鉄心コアー部寸法が小さく、また

弾性支持が不要のため、ステータ枠の外径および長さ

は2極機とほぼ同等であるが重量は減少する。

1970年頃より本格導入され始めた原子力発電プラン

トは、原子炉の信頼性や稼働率の向上、線量低減、立

地効率の向上などが図られ、特に建設用地の確保や経

済性の追及からプラントの大容量は急速に進んだ。す

でに国内外で1,500MW級が運転または建設準備中であ

るが、発電機がプラント容量を制限することはない。

表5.3に原子力用タービン発電機容量と各種冷却方式

の適用を示す。

表より大容量化に伴う基本要素技術の新規導入はな

く、従来技術の改善で対応できる。大容量2極機では常

にロータ軸材の制限があり、ロータ径と長さの増大は困

難である。したがって、冷却強化による出力密度の増

加が必要であり、冷却方式の改善、電気装荷や磁気装

荷の増加のための新しい技術の導入が不可欠であった。

一方、4極機では回転速度が低いことから軸材強度

面からの制約が少なく、またロータ振動のバランス調

整も容易などロータの設計裕度が大きいことから、2

極機と比較して大容量化に伴なう課題は少ない。

しかし、タンデムコンパウンド型火力機の製作可能

最大単機容量は1,000MW（3,600min-1）、1,200MW

（3,000min-1）級であるが、原子力用機では日本で

原子力用タービン発電機の
大容量化の課題と対応技術5.3

図5.8 2極機と4極機のステータ鉄心振動

図5.7 原子力タービン発電機組立断面図（2ターミナルボックス）
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1,350MW級が運転中、1,538MWが着工準備中、世界

レベルでは1,500MW級が運転中であり、低速機といえ

ども1軸でこれだけの巨大なエネルギー変換装置の製

作は容易ではない。以下に主要な技術課題をあげる。

（i） 大口径・長尺ロータ軸材の開発

（ii） 高性能ロータ冷却方式の開発

（iii） 高性能ステータ鉄心端構造の開発

（iv） 発電機通風冷却方式の改善

（v） 輸送制限の緩和

これらの課題について問題と解決を以下に述べる。

5-3 -1 大口径・長尺ロータ軸材の開発

発電機の大容量化に伴い大形軸材が必要となり、例

えば国内最大1,356MW機用軸材の鋼塊重量は約600ト

ン、外径は約1.8mにもなり、約1,000トンの鋼塊をつ

くる鋳造設備、均質化のための造塊・鋳造・鍛造など

の高度な技術が不可欠である。これは発電機だけでな

く、タービン軸も同じ状況にある。世界で唯一、日本

だけが大形一体塊状軸材を製造でき、最大製造可能重

量、性能および品質において世界トップレベルにある。

この様な軸材製造技術が国内に存在することが、結果

的には国産タービン・発電機の大容量化・高性能化に

大きく寄与している。たとえば、大形一体塊状軸材の

入手が困難な一部の海外メーカでは最近まで溶接構成

ロータ、また焼嵌めディスク形タービンロータを採用

していた。さらに、自国内で入手可能な最大軸材の制

約下で発電機の大容量化要求に応えるため水冷ロータ

を採用していた。大容量化に必要な軸材の入手難が、

溶接タイプ軸材の高信頼接合技術や高精度非破壊検査

技術、そして冷却技術の高性能化などの開発の推進力

となったことは事実であるが、一体塊状ロータの実現

によりこれらの構造・技術を採用した機器の新規製造

は現在殆どなく、これらのロータ構造の評価が低下し

た結果であると思われる。

さらに、信頼性に係わる問題がディスク焼嵌め型タ

ービンロータで発生した。焼嵌め部の多湿蒸気による

腐食問題で、対策として新設は勿論、既設プラントで

も既存ロータを一体ロータで順次取替えている。この

ため、発電機用よりも大口径・高重量の軸材が必要と

なり、多くの時間を掛けて素材重量の約半分になるま

で機械加工する。結果として製造コスト増となるが、

原子力発電プラントの信頼性向上に大きく貢献してい

る。日本における最大容量と最大鋼塊重量の変遷を図

5.9に示す。

表5.3 原子力用タービン発電機容量と冷却方式

図5.9 最大ユニット容量と最大鋼塊重量の変遷
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5-3 -2 高性能ロータ冷却方式の開発

基本設計上の特徴から2極機並の冷却性能は必要な

く（5-1-1参照）、アキシャル・ラジアル通風が一般に

採用され、軸方向に流れた冷媒は鉄心部で半径方向に

流れ外部に出る。

アキシャル通風パス（母管）とラジアル通風パス

（分岐管）の組合せを最適化し、ロータ全長に亘りラ

ジアル通風孔の冷媒流量を均一化し導体温度の平均化

を図り、冷却性能は母管の断面積と分岐管のピッチの

調整で容易にできる。

大容量化に伴い必要冷媒流量は増加するが、低速機

といえども遠心力に対する機械強度面からスロットお

よびアキシャル通風孔断面積の増加は制限される。し

たがって、基本通風冷却構造を変更することなく冷却

性能を改善する方法があり、一例としてラジアル通風

孔のピッチを従来の半分（P/2）にする方法がある

（図5.10参照）。さらに、ロータ鉄心が長くなる大容量

機では、アキシャル通風パスの断面積を軸方向位置で

調整することにより各通風パスの流量を平均化し、ロ

ータ全長に亘りコイル温度を均一化できる。

5-3 -3 高性能ステータ鉄心端構造の開発

単機容量増大に伴いステータ鉄心端部に侵入する漏

洩磁束量が増加し鉄心端温度が高くなり、大容量機の

電気基本設計上の制限要素の一つになる。一般に、出

力密度（5-1-1参照）が同じ2極機と比べ4極機ではステ

ータ端部漏洩磁束量は減少傾向にある。

4極機では、ロータ形状やコイル通風冷却の設計自

由度が大きく、さらにステータ端部漏洩磁束量も少な

いことから、これらの制限内で最大化を図り、大容量

化に伴う発電機寸法の増大を極力抑える設計を指向す

る傾向にある。そのため、電気装荷（5-1-1参照）を大

きく設計することで出力密度を増大する。その結果、

鉄心端部温度は高くなるが、その限度内で最大化する

ように設計される。さらに、他の部位に余裕がある場

合は、ステータ鉄心端部の漂遊負荷損の低減対策と冷

却強化により電気装荷をさらに大きく設計できる。以

下に、そのような鉄心端部構造の一例を示す。

基本対策として、ステータおよびロータコイル端部

からの漏洩磁束に対する磁気抵抗の増加、端部鉄心の

磁束集中の緩和対策である。それらの中で、一層の小

形・軽量化や大容量化に有効な設計として磁束シャン

ト（磁束分路）がある。基本的な考え方は、端部鉄心

に侵入する漏洩磁束をその手前に設けた磁束分路に導

き端部鉄心への侵入磁束を低減する方法で、磁束シャ

ント方式と呼ばれる（図5.11参照）。磁束分路の過飽

和の回避、鉄心端部温度、鉄心締付け圧および鉄心出

口近傍のコイル支持剛性の確保、そしてコロナ抑制な

ど多面的に検討し最適化しなければならない。また、

ステータ鉄心端部の磁束集中部や損失密度の高い部分

の冷却強化策も実施される。これらの磁束、漂遊損お

よび通風・冷却などの解析に3D-FEMなど各種解析技

術が確立済みであり、日本は世界的にもトップレベル

にある。それは、単なる解析手法の確立に終わること

なく、より高精度化するため実プラントにおける現地

試験データを取得し、解析条件にフィードバックする

地道な努力の積重ねによるものである。

5-3 -4 発電機通風冷却方式の改善

発電機内の損失発生部に必要冷媒量を供給するため

枠内に通風径路を設け、軸方向に高圧室と低圧室を交

互に配置した冷却パスを形成する。その一例を以下に

述べる。

図5.11 磁束シャント付ステータ鉄心端部構造

図5.10 ラジアルフロー通風方式の冷媒フロー
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ロータに取付けた通風ファンにより冷媒はステータ

枠外下部に取付けた通風管（ブリスター）を流れ高圧

室に供給される。高圧室に入った冷媒はステータ鉄心

内に一定間隔で設けられた通風ダクト内を内径方向に

流れ鉄心を冷却しエアギャップに到達する。エアギャ

ップ内でロータから排出された高温の冷媒と合流した

後、低圧室の鉄心ダクト内を外径方向に流れ鉄心を冷

却し低圧室に入る。低圧室に入った高温の冷媒はステ

ータ枠外上部に取付けた通風管を流れてステータ枠上

部の両端に取付たドームに入り、その内部に設置した

冷却器で冷やされた後、ファンの入口側に導かれる。

ラジアルフロー方式ロータ通風は自己通風作用があ

り、大容量化に伴う多量の冷媒の循環が比較的容易で

ある。また、ステータ枠外に通風管および冷却器取付

けドームを用いるため通風径路が簡略化でき、必要通

風断面の確保が容易で多量の冷媒が流れる大容量機に

適し、トップドーム方式と呼ばれる。また、ステータ

枠外径寸法の低減による軽量化、輸送時のドーム取外

しによる輸送制限の緩和ができる（図5.12参照）。

原子力用タービン発電機の運転上の課題は、発電機

の不具合によるプラント停止、不十分な運転性による

運転制限などの回避は当然のこと、原子炉運転上の制

限などに対し十分な対応力が要求される。タービン発

電機運転上の課題の内、原子力発電プラント特有の課

題は、以下に示す原子力発電所の特殊性による。

・発電所立地（大出力・長距離送電）

・一定出力運転（原子炉内一定圧力運転、変圧運転の

禁止）

・送電線の不撚架28（撚架：各相の対地静電容量の均

一化）、容量性負荷

初めに原子力プラントの運転上の制限を理解するた

め軽水炉型原子炉の管理・運転について簡単に述べる。

5-4 -1 原子力発電所のプラント運転における管理

原子力発電所の運転に際しては、『核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律』および『電

気事業法』の他、原子炉設置者は原子炉保安規定を定

め、経済通商産業大臣の許可を受けなければならない。

保安規定は、原子炉施設の運転および保守にあたって、

原子炉設置者およびその従業者が守るべき事項を定め

ている。

運転計画などの届出

電気事業法に基づき1年間の発電・補修計画明細書

を含む供給計画を所管の大臣に届出なければならな

い。この他、『原子炉等規制法』に基づいて3年間の運

転計画の届出を義務付けられ、発電計画、熱消費計画、

核燃料物質使用計画などからなる。

5-4 -2 原子力発電所の運転

発電所の起動・運転・停止は原子炉の型式や制御方

式により異なる。ここでは日本の主流の軽水型原子力

発電所の運転、特に出力調整について述べる。

PWR型

炉内1次冷却材の圧力を規定値に上昇後、冷却材ポ

ンプの攪拌熱と外部熱源により昇温・昇圧した後、ほ

う酸濃度を必要な濃度まで稀釈し、制御棒を引抜いて

臨界とする。1次冷却系の温度上昇は、原子炉圧力容

器などの熱応力を考慮して金属構造物の温度上昇率を

55℃/h以下に抑えるように運転される。炉出力が発電

機初期負荷（炉出力約15%）を少し上回るまで上昇後、

タービンへの蒸気量を復水器へバイパスしながらター

ビン出力を調整し発電機を系統に併入、そして制御棒

の引抜とほう酸濃度稀釈により出力を上昇するが、こ

の間1次冷却材圧力は一定に維持される。

約15%出力以上では±5%/minのランプ状負荷変化、

または±10%のステップ状負荷変化に対応できる。ま

た、一般には原子炉をスクラムせずに定格出力から

50%出力までの急激な負荷低減が、タービンへの蒸気

供給をバイパスで復水器に逃がすことにより応答でき

る。特殊設計したプラントでは、送電線事故時などに

原子炉をスクラムすることなく所内負荷を賄い単独運

転が可能である。

BWR型

制御棒の操作で臨界とし、さらに制御棒を引抜いて

定格圧力（約6.93MPa）まで上昇する。炉は再循環ポ

ンプ流量を最低レベルで維持しながら運転し、発生蒸

気はタービンに供給せず復水器へバイパスしながら炉

内圧力を一定に維持する。この際、1次冷却系の温度

原子力用タービン発電機
運転上の課題と対応技術275.4

図5.12 トップドーム式発電機内通風方式
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上昇は、原子炉圧力容器などの熱応力を考慮して金属

構造物の温度上昇率を55℃/h以下に抑えるよう運転し

ている。その後、タービン起動に必要な蒸気量（炉出

力約8%）に達した後に発電機を系統に併入、出力上

昇する。炉出力の上昇は、制御棒の引抜と再循環流量

の増加によって行い、それに追従して炉内圧力を一定

とするようにタービンへの蒸気供給量を調整し、出力

を上昇する。

約65～100%出力の範囲では制御棒の操作なしで、

再循環流量制御によって30%/minの出力変動が可能で

ある。また、再循環流量を流量制御弁で制御すること

により60%/minの出力変動が可能である。また、一般

には原子炉をスクラムせずに定格出力から70%出力ま

での急激な負荷低減が、タービンへの蒸気供給をバイ

パスで復水器に逃がすことにより応答できる。特殊設

計したプラントでは、送電線事故時などに原子炉をス

クラムすることなく所内負荷を賄い単独運転が可能で

ある。

5-4 -3 タービン発電機運転上の課題と対応技術

原子力発電所にも火力発電所や水力発電所と同様

に、つぎのような一般要求がある。

・系統の発電コストが適正で、長期的に安定するよう

な電力の供給

・十分信頼でき、安定した高稼働率な運転が可能な電

力の供給

・系統要求を満足することのできる負荷特性を有する

電力の供給源

これらの要求に対して、原子力発電プラントの「改

良標準化計画」と技術高度化（3-4-3参照）により経済

性、高信頼性、高性能化、高稼働率、そして負荷追従

性などのその大半の課題はすでに改善・解決済であ

る。このように進歩してきた原子力発電プラントおよ

び電力系統運用との関連でタービン発電機の主要課題

と対応技術について以下に述べる。

5-4 -3 -1 負荷追従性（中間負荷運転）

一般に、発電プラントの電力供給源としての運用は、

発電所から需要地までの輸送コスト、発電コスト、運転

を制約する負荷特性との最適な組合せによって決まる。

原子力発電プラントの負荷追従性は、初期と比べ国

産技術や自主技術により著しく改善され、火力発電プ

ラント並みまで進歩している（5-4-2参照）。しかし、

日本の原子力発電所の運転は、コストの可変費が少な

いためベース負荷を担うのが一般的である。

さらに、負荷調整運転には原子炉の変圧運転が不可

欠であり、圧力容器などの巨大金属構造物や燃料棒に

頻繁な熱応力変化の繰返しが加わった場合の低サイク

ル疲労、燃料制御棒の頻繁な操作による原子炉の長期

信頼性に与える影響については、必ずしも十分に解明

されていないことから日本では一般化していない。し

たがって、現在では原子力発電プラントは定格出力で

一定運転され、負荷調整は火力発電プラントが担って

いる。

現状、日本の総発電力量に占める原子力比率は約

30%であるが、今後さらに増大すれば、原子力発電プ

ラントにも負荷調整運転が必要になってくる。この時、

負荷変動の頻度は極力少なく、しかも負荷変動幅は小

さく抑えられることになる。このような場合の代表的

な負荷配分例を図5.13に示す。

5-4 -3 -2 無効電力運転（夜間進相運転）

電力系統には有効電力（kW）の他に無効電力

（kVAR）が送電され、一般に昼間は誘導性負荷（遅

相運転）、夜間は容量性負荷（進相運転）になる。電

力大口需要家である工場などでは昼間の誘導性負荷

を補償するため容量性無効電力調整装置（コンデン

サー）を設置し電力の有効利用を図っている。コン

デンサーは常時系統に接続されており、夜間の軽負

荷時に全系統容量に占める容量性無効電力調整容量

の割合が相対的に増加し、発電機は進相負荷運転に

なる。さらに、遠隔地の原子力発電所のタービン発

電機には長距離送電線による容量性無効電力が生じ

る。それは、架空送電線と大地間で静電容量をもつ

ためである。

したがって、原子力用タービン発電機には容量性無

効電力負荷が比較的多く発生し、特に夜間はその量が

増加するため送電電圧が上昇する。このために、多く

図5.13 原子力発電比率増大時の日負荷配分の例
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の火力発電所では無効電力調整運転（進相運転）が一

般化しており、同時に原子力発電所も進相運転が要求

される。進相運転時、ステータ鉄心端部の漏洩磁束量

が増加し29、端部鉄心温度が高くなることから、その

限界を把握し必要に応じ対策しなければならない。

原子力用タービン発電機は一般に電気装荷を比較的

高く設計するので、ステータ鉄心端温度は高い。運用

上、夜間に定格出力近傍で進相運転された場合には漏

洩磁束量が増加するが、効果的な鉄心端部漏洩磁束低

減構造が既に開発され実用されている（5-3-3参照）。

5-4 -3 -3 安定度向上、速応励磁方式

直流励磁電流をロータコイルに供給することで強力

な電磁石となる。発電機ロータが回転する時、ロータ

磁束がステータコイルと鎖交し誘導起電力が発生す

る。ステータコイルに流れた電流が交番磁束を発生し、

ロータと電磁気結合（電磁カップリング）する。すな

わち、原動機の回転エネルギーが電気エネルギーに変

換され、電磁気結合の強さが発電機出力であり、その

強さを制御することで発生電力を安定的に電力系統に

供給できる（系統安定度と呼ぶ）。

この電磁気結合を制御するのが励磁システムで、

タービン発電機の基本特性の選定、電力系統の安定

化への貢献は大きく、重要なサポート技術である。

励磁システム諸性能の改善は、発電機の信頼性、経

済性、保守性などの改善、そして系統運用面の安定

度向上、最大送電電力量の増大、および大電力・長

距離送電の実現など多くの問題解決に貢献してきた。

本来、発電機基本特性は系統運用からの要求を満た

す様に選定されるが、タービン発電機の発展経緯を見

ると発電機側要求を重視して主要特性を選定してきた

感は免れない。すなわち、製作限界容量の拡大、小

形・軽量化、製造コストの低減、輸送制限の緩和や輸

送費の低減などから発電機特性を選定してきた。

しかし、励磁制御システムを始め系統運用技術やリ

レー技術がこれらを補完し、電力安定供給を実現して

きた。これらの技術は、原子力発電所の系統運用面か

ら見たプラント容量の大形化を実現する重要なサポー

ト技術でもある。特に、立地問題から多くの原子力発

電所は遠隔地に建設され大電力・長距離送電となるた

め系統運用は一層困難さを増し、高性能励磁システム

は不可欠となっている。

発電機容量、系統運用条件、運転環境（運転員レベ

ル、設置条件）、経済性、および機器寿命など多面的

に考慮して各種励磁方式の中から最適システムを選択

する必要がある。

励磁制御システムに要求される機能とその効果を以

下に整理する。

【通常運転時】

・電圧・無効電力制御‥進相運転領域の拡大

【緊急運転時】

・負荷遮断時の電圧応答性‥負荷遮断時の発電機電圧

上昇抑制効果大

・電圧対策‥無効電力の供給能力増大

【安定化対策】

・過渡安定度‥送電電力増大

・電力動揺抑制‥電力動揺の抑制効果大

原子力用タービン発電機に採用されている励磁装置

には数種類の方式があり、励磁電源や制御方式に特徴

がある。以下に、主要な方式を述べる。

交流励磁機方式

励磁電源として発電機軸端に回転界磁形同期発電機

を直結する方式である。回転速度が低い原子力機では

励磁機設計上の制約は少ないが、励磁システムとして

の課題がある。

①　発電機と励磁機ロータ径が大きく違い、その軸剛

性差により励磁機ロータは発電機軸振動の影響を

大きく受け損傷する場合もあるため、振動絶縁装

置（フォークカップリングと呼ぶ）を介して直結

される。本装置は、トルク伝達の他に発電機軸の

熱伸びや軸振動の吸収機能を備えた複雑構造で、

保守面から運転時の信頼性確保が課題である。

②　ロータ軸系の質点が増えることによる振動問題や

軸全長の長大化に伴う課題検討。

③　遠隔地の原子力発電所に起因する課題である。長

い送電線距離により線路抵抗（インピーダンス）

が大きく安定送電が困難になるため、高性能励磁

システムが必要となる。すなわち、系統外乱（故

障や電力消費量の急激な変化など）に際し発電機

は瞬時に対応することが要求されるため高い励磁

系電圧速応度や励磁機速応度30を有する高性能励

磁システムが採用され、励磁電源（励磁機出力）

は高い頂上電圧31が要求される。高電圧を発生す

る交流励磁機は、通常運転時の磁束密度を低く、

高電圧発生時は過飽和を避けるように設計するた

め、磁路断面確保から外形寸法が増大しコストア

ップや損失増加する。さらに、励磁機の界磁回路

の高速化が必要であり、励磁システム全体として

複数回路の制御遅れが重畳されるので即応度の大

幅改善は難しい。各発電所で運用環境・条件が異

なり画一的に扱えないが、昨今は安定電力供給か

ら高性能励磁システムが要求される。
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ブラシレス励磁方式

発電機軸端に回転電機子形同期発電機を直結し、そ

の発生電力を回転軸上に取付けた半導体電力変換器を

介して発電機界磁コイルに直接供給する方式である。

静止側から回転軸の集電環に電気を送るブラシが不要

で保守が容易となり、広く採用されている。

交流電力を発生する励磁機ロータは電磁鋼板積層鉄

心構造となり材料強度から外径寸法が制限される。そ

のため、高い頂上電圧を発生する大容量励磁機の設

計・製作が困難で、高い励磁速応度が要求される大容

量機への適用は一般には困難である。しかし、原子力

用機は回転速度が低く、さらに設計・製造上の改善で

高い頂上電圧を有する大容量励磁機が製作可能とな

り、優れた保守性などから広く採用されている。しか

し、発電機軸端に励磁機を直結し構成される多質点の

回転軸系に関わる課題の解決は必要である。

静止形励磁方式（サイリスタ励磁方式）

励磁用変圧器・変流器と半導体電力変換器などすべ

て静止器で構成され、発電機出力の一部を発電端から

取出し変換して発電機界磁コイルに供給する方式であ

り、電力変換器にサイリスタを使用した場合はサイリ

スタ励磁方式という。

変換器の構成により均一ブリッジ形と混合ブリッジ

形に分類され、均一ブリッジ形はサイリスタのみで、

混合ブリッジ形はサイリスタとダイオードの組合せで

ある。後者は、サイリスタ特有の尖頭電圧波形に起因

する絶縁物劣化の軽減を図るものである。

交流励磁機方式（含むブラシレス励磁方式）は、一

般に励磁系電圧速応度は低い。それは、発電機界磁コ

イル電流の増減要求に対して、励磁機界磁コイル、励

磁機ステータコイル、および発電機界磁コイルの時間

遅れが重畳され、システム全体の応答が遅くなるため

である。一方、静止形励磁方式の場合、交流電源は頂

上電圧発生に必要な容量を有し、変換器のゲート（制

御角）制御により通常運転時、外乱発生などの緊急時

などに応じ励磁電流を供給する。変換器のゲート制御

により励磁システムの応答性は格段に向上し、従来形

の時定数0.5秒程度が1/10の約50msになる。直結励磁

機の排除による軸系の簡略化、応答性の改善など多く

の長所があり、大容量・長距離送電線に連系する原子

力発電所など系統運用が難しいプラントで多用されて

いる。励磁電圧に比例して電流変化が大きくなり励磁

速応度が高くなるため、頂上電圧1.5～2kV（DC）級

が原子力発電所で採用されている。

一方、系統安定化の改善から発電機や励磁回路に過

度のストレスを掛け損傷した場合、修復の長期化、そ

の間の発電損失による莫大な経済的損失を招く。した

がって、最大励磁電圧は、発電機ロータも含む励磁回

路の長期絶縁寿命から慎重に検討し決定する必要があ

り、ハード面の限界を十分認識したうえで、ソフト面

の最大化を図る設計上のバランス感覚が望まれる。

さらに、サイリスタ特有の問題として出力側電圧波

形に起因する問題があり、以下に主要な課題と解決を

述べる。

高励磁電圧およびスパイキー電圧による絶縁劣化と

対策32,33,34

従来の励磁装置の頂上電圧は最高1kV程度であった

が、サイリスタ励磁方式の導入により高電圧化し2kV

級まで実用済で、励磁電源は最高3.5kV（AC）となる。

頂上電圧発生時（フォーシングと呼ぶ）に最大電圧が

発生し、サイリスタ転流時のサージ電圧が重畳した尖

頭波形となるため対地電圧は一層高くなる。通常運転

時はサイリスタのゲート制御で必要な励磁電流を供給

するが、この時にも励磁回路にはサージ電圧が重畳し

た尖頭波形電圧が印加され、電圧振幅値はフォーシン

グ時と同等になる。最大対地電圧はフォーシング時に

発生するが発生頻度や累積時間は少なく、一方通常運

転の積算時間は遥かに長くなることから発電機絶縁寿

命の支配的要因となる。

最近の大容量タービン発電機ロータ絶縁は、合成レ

ジンガラス繊維積層板（FRP）で構成され機械的劣化

は少ないが、コロナ放電など電気絶縁劣化データは必

ずしも十分ではない。したがって、長期信頼性確保の

ため次のような対策がとられる。

・サイリスタ転流サージ電圧を低減する励磁回路設計

・スロット絶縁表面にコロナ放電抑制または耐コロナ

性に優れた材料のライニング

・ロータコイル極間（両極の中間点）の接地（対地電

圧の低減）

基本的には、使用絶縁材料の電圧-放電電荷量特性

を考慮した絶縁設計により高信頼ロータ絶縁の実現が

必須であり、現在必ずしも十分ではないが絶縁特性デ

ータがかなり蓄積されてきた。

スパイキー電圧によるタービン・発電機ロータ軸電圧

サイリスタ励磁装置の出力側には高調波が含まれる

ため、健全なロータ絶縁でも絶縁物を介してロータ軸

（接地側）に電圧・電流が発生する。このため、発電

機およびタービン軸に電圧（軸電圧と呼ぶ）が発生し、

軸受け部の潤滑油膜を放電破壊し軸受けメタルを損傷

し、放置すると軸の損傷に至る。対策として、軸受け

部近傍の軸に低抵抗接地ブラシ（金属性ブラシまたは

銅網線）を直接当て、軸電圧をゼロ電位に保つことに
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よる潤滑油膜の放電解消および軸受けバイパス回路に

より軸受けメタルを保護する。発電機およびタービン

軸受けの複数点で接地することになるが、これら接地

回路内で循環電流が流れる可能性があるため、接地点

数、ブラシ接触抵抗および接地回路抵抗を最適化する

ことにより効果的に軸受け損傷問題が解消できる。な

お、タービン軸には原子力用タービン特有の高湿分蒸

気による摩擦静電気が発生し、発電機軸電圧に重畳さ

れるため複雑化し、最近は軸電圧・電流の監視装置が

設置され、軸接地状態を監視している。

5-4 -3 -4 逆相負荷・高調波負荷

単相負荷の増加、送電線の撚架35の省略などにより

タービン発電機に定常的に流れる不平衡電流は増加傾

向にある。さらに、発電機外での接地や短絡事故など

の際には過渡不平衡電流が流れる。ステータコイルに

3相不平衡電流が流れると逆相電流が生じ、ロータ回

転方向とは逆方向に移動する磁束が発生する。この非

同期な磁束によりロータ表面に渦電流損が発生し、過

大逆相電流が流れた場合には重大な損傷を生ずる。

さらに、昨今の半導体電力変換装置を使用した一般

産業や家電の機器の急増により変換装置から発生する

高調波電流が増加してきている。高調波電流も、逆相

電流と同様にロータの回転と非同期な磁束を生じロー

タ表面に損失を発生するので、逆相電流と等価的に扱

い、その合計で影響評価をする。

逆相電流は通電時間により連続逆相と短時間逆相に

分類される。逆相電流はすべての回転電気機械に過

熱・損傷などの悪影響を及ぼすが、特にタービン発電

機は一体塊状ロータ構造で、その表面は多数の導電性

部品で構成されるため渦電流パスの狭隘部や部品接触

部で過熱やアークによる損傷が発生しやすい。

しかし、電力系統運用上から一定レベルの逆相電流

耐量が要求される。系統事故発生時に電力系統や発電

機保護の処置に要する一定時間内では損傷なく持ち堪

える耐量（短時間逆相耐量）、送電系統に含まれる連

続的な逆相電流や高調波電流に損傷なく持ち堪える耐

量（連続逆相耐量）である。

一般に、高出力密度設計機では逆相耐量が低下する

ため、対策が必要である。ロータ表面近くに良導電性

材で電気回路（ダンパ回路）を設けて渦電流を積極的

に流し、ロータ軸表面や部品を流れる渦電流を軽減す

る方法が最も効果的である。ダンパ構造には、部分ダ

ンパ、全長ダンパおよび完全全長ダンパ方式があり、

発電機容量や設計レベルに応じ最適化される。完全全

長ダンパ方式（図5.14）は大容量原子力タービン発電

機に採用され、磁極部、コイルスロット部楔下に良導

電性導体を全長にわたり挿入している。また、図5.15

に一般的に採用される部分ダンパ方式と完全全長ダン

パ方式の5%連続逆相電流時のロータ表面損失の比較

を示す。

5-4 -3 -5 ロータ軸捩れ共振

電力系統にはその系統に繋がる負荷の種類や運転方

法によって電圧・電流そして負荷の変動・外乱が生

じ、それらは送電線を逆送して発電機に戻ってゆく。

この様な電気的な動揺は、発電機ステータが発生する

磁束の変動となり、エアギャップを介しロータに伝達

され、電力系統の電気的な変動・外乱は発電機内で機

械的な挙動になる。これらは、周期性あるいは非周期

性のトルク変動で、発電機ロータに直結されたタービ

ンロータに伝達される。

トルク変動は捩りトルクとなり、その変動周波数が

タービン・発電機の多質点軸系の捩り固有振動数と共

振した場合には、例え低レベルのトルク変動でもロー

タ軸の破損の原因となりうる。さらに、低圧タービン

の長翼と共振した場合も同様の問題が発生する。

火力用ロータの軸形状に比べ、原子力用は大きく異

なり、軸剛性・捩り共振周波数とも高くなっている。

当初原子力プラントでは無縁と考えられていた共振現

象問題は現実となり、海外既存プラントで本現象に起

因するロータ破損が発生している。その対策として、

図5.14 完全全長ダンパ構造

図5.15 ロータ表面損失の比較（5%連続逆相電流）
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軸系の捩り固有振動数やタービン翼の固有振動数を加

振周波数から離調しなければならない。タービン翼の

固有振動数は勿論のこと、各ロータ、ロータ間のカッ

プリング、そして直結された軸系として捩り共振周波

数および捩り強度などの高精度解析が不可欠である。

本解析に必要な解析コードおよび材料データは、火力

発電プラントにおける同様の問題発生時に十分検討・

研究されており、その成果の活用により既設プラント

も含め反映・対策済である。

日本における原子力発電プラントの発展の経緯は、

発電システムの中心である1次系システム、中でも原

子炉の発展そのものであると言っても過言ではない。

2次系は、1次系で発生した熱エネルギーを蒸気サイ

クルとして、蒸気タービンで回転エネルギーに変換

し、その回転エネルギーをタービン発電機で電気エ

ネルギーに変換するもので、導入基本要素技術をベー

スにして、火力発電での蓄積技術や経験を生かし、

自主技術を確立してきた。

タービン発電機は、原子力発電プラントの中心機器

ではないが、発電プラントとして電気を発生するとい

う役割をもつ原子力発電システムでは、最終目的を実

現する重要機器であると言える。極言すれば、タービ

ン発電機が十分に機能しなかった場合はそれ以前のす

べてのシステムを無為にすることになる。このことは、

原子力用タービン発電機の高信頼性の必要性を強調し

たもので、タービン発電機が原因で原子力発電プラン

トを停止するような事態は絶対回避しなけなければな

らない。

現在、日本では商用プラントとして軽水型発電プラ

ントのみが採用されている。初期には、運転実績によ

り証明された信頼性・安全性重視から、当時最も多く

の商用規模発電所の運転実績があった英国のガス冷却

炉（GCR、AGR）が導入されたが、炭酸ガス冷却型

炉であるため、原子炉や熱交換器などが大きい割には

出力が小さく、軽水炉に比べて発電単価が割高なこと、

また国内唯一の炉型であるため、保守費や燃料サイク

ルコストが割高なこと、運転操作性も悪く、将来的に

他発電システムと競合できる経済性達成の可能性は極

めて低く、日本のみならず世界の原子力発電事業の主

流とはなり得なかった。

当初は、商用規模発電システムとして英国GCRに遅

れをとっていた米国軽水型プラントは、米国内を主に

相次ぎ建設され短期間で世界の主流になり、今や世界

の原子力発電所の約95%を占めるまで発展した。日本

に導入されたGCRは東海発電所1基のみで終わり、初

期に海外発電プラントの導入・推進を図った電力会社

が軽水炉を選定し、原子力技術の習得に努めたのは実

に賢明な選択であったと言える。さらに、タービン・

発電機に低回転速度を選択したことも、2次系機器の

高信頼化や大容量化に大きく寄与している。

一部海外では、軽水型プラントで高速機（2極機）

を採用しており、中には米国製1次系と欧州製2次系の

組合せもある。これらはすべて3,000min -1機で、

3,600min-1機の実績はなく、60Hz地域の米国にも高速

大容量の軽水型原子力発電所はない。これは、

3,600min-1機にとって軽水型の蒸気条件が厳しく、タ

ービン設計上で腐食問題から信頼性の確保が困難と判

断したものと推察される。

日本の軽水型発電プラントは、50、60Hz両地域で

すべて低速機が採用されている。低温低圧の高湿分蒸

気の性状を十分考慮した結果と思えるが、タービン・

発電機の設計、特に1軸で全電気出力を発生するター

ビン発電機では、プラントの最大容量を制限する機器

の一つになり設計製造上の重要点である。

海外と比較して興味深い点は、日本の50Hz地域で

も4極－1,500min-1機が採用されていることである。機

器輸入先の米国では4極－1,800min-1機が製作され、日

本の60Hz地域への導入は米国と同一条件であるが、

条件的に有利な50Hz地域でも4極－1,500min-1機となっ

ている。その真の理由は不明であるが、1次系の信頼

性・安全性の最大重視から米国での実績プラントを極

力変更無しで導入した結果と思われる。

現在、日本の全商用原子力発電所のタービン・発電

機の回転速度は、1,500または1,800min-1であり、ター

ビン発電機は4極機となる。4極機の設計自由度は大き

く大容量化が比較的容易で、タービン発電機がプラン

ト大容量化の制限機器にならない。このことは、既に

国内最大1,380MW機が運転され、1,500MW級機が建

設準備中であることからも分かる。反面、世界レベル

での2極最大容量機は、1,000MW－3,600min-1機、

1,200MW－3,000min-1機であり、1,500MW級プラント

用の高速タービンや発電機の製作は現時点での製作限

界容量を大幅に超えている。

厳密に言えば、日本には1次系は勿論、2次系につい

ても原子力プラント用機器の設計・製造技術は無く、

タービン発電機も例外ではなかった。海外原子力発電

プラントの導入、そして技術提携による同型プラント

の国産化に伴って、タービン発電機技術も導入された。

戦前より火力用4極機を多数製作してきており、その

原子力用タービン発電機技術の発展経緯5.5
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経験と技術蓄積があり、導入技術は比較的短期間で習

得でき、自主技術や独自技術により高信頼化、高性能

化、および大容量化への対応が可能となった。

PWR型プラントでは、2次系蒸気サイクルには放射

性物質が含まれないことからその機器は火力機の技

術・経験により製作できると考えられ、当初より国産

化政策の一環として1次系の技術提携会社またはグル

ープ内会社で製作され、既に1,180MW機が稼働中であ

り、1,538MWが建設準備中である。

BWR型プラントでは、2次系機器に関しては技術的

には自主技術でも十分対応化能であったが、原子力発

電プラントの建設に当り、安全性、信頼性の確保を最

重視し、この様な環境雰囲気の中で、国産タービンや

発電機の採用には積極的ではなく、原子力プラント全

体の契約に包含され、関連技術図書が導入された。導

入技術を短期間で習得し、導入基本要素技術により自

主設計で大容量機を設計製作し、既に50Hz－1,356MW

や60Hz－1,380MW機が稼働中である。図5.16に日本の

原子力用タービン発電機単機容量の推移を示す。図

5.17に国内最大級の柏崎刈羽原子力発電所6号機

1,356MWタービン・発電機を示す。

図5.18に原子力用タービン発電機技術の系統図を示

す。発電事業と深い係わりのある経済の沿革や社会的

な出来事と発電技術の推移を示す。原子力発電プラン

トに要求される課題は、日本における原子力発電の発

展経緯とともに変化しており、また原子力発電プラン

トの容量推移とも深く係わっている。

原子力用タービン発電機の技術は、発電プラントの

課題に呼応して要求される課題を着実に解決しながら

発展してきた。図5.18に示すように、タービン発電機

の主要技術は、主に大容量化に伴い発達しており、よ

り高性能化されてきた。基本的には、必要な設計製造

技術の大半は、火力用2極機の確立技術で対応可能で

あったが、原子力用タービン発電機特有の技術課題も

残されている。

それらの中で、遠隔地・大容量長距離送電に係わる

問題が特に重要である。それらは、以下に集約される。

図5.16 原子力用タービン発電機単機容量の推移

図5.17 柏崎刈羽原子力発電所6号機1,356MW
タービン・発電機

高速応励磁方式 

高逆相耐力ロータダンパー構造 

高性能ステータ鉄心端構造 

ベース負荷運転 他発電システムとの負荷分担 

技術課題 対応技術 

系統安定化 

逆相負荷・高調波負荷 

進相運転 

負荷調整運転 
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これらの技術課題は、既に対応技術が確立され問題

の解決、または緩和している。しかし、今後の動向に

よって新たな課題が顕在化するであろう。その主なも

のは、次ぎの2点であろう。

①　総発電力量に占める原子力発電比率の増加

②　原子力プラントの超大容量化

国内では、国、地方、電力会社、そしてメーカなど

の原子力関係者の努力にも拘わらず、原子力発電所の

立地難は依然として解決の兆しさえ見えていない。こ

の様な、厳しい環境化で、新規原子力発電所建設が激

減する中で、今日まで莫大な時間と費用を掛けて培っ

てきた技術の継承が深刻化することは必至である。こ

のため、至近的な課題として海外へのプラント輸出で

ある。解決しなければならない問題として輸出競争力、

特に価格競争力の強化である。勿論、国内においても

産業立国としてエネルギーコストの低減は重要課題で

あり、既に国の強い指導によって推進されているが、

国際レベルの達成には一層の取組みが不可決である。
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原子力発電プラントの海外機器の導入期から今日の

自主技術による大容量・高信頼性の機器国産化までを

概観してきた。比較的短期間に世界的にもトップレベ

ルのプラント技術、機器技術が確立され、また事業的

にも発電設備容量・発電力量で西側主要先進国のなか

で上位に位置するまで著しい発展を遂げた。これらの

解決済の技術的、事業的な主要課題について、その原

動力となった事象、社会的ニーズについて考察する。

石油危機が起こった1970年代半ばから80年代前半に

かけての時期に、同時発生した多重苦を克服するため、

国、電力会社レベルでさまざまな取組みがなされた。

諸外国も電源多様化に積極的に取組み、西側主要先

進国における1次エネルギーの供給構成を1973（昭和48）

年と85年で比較した場合、各国で石油のウエートが低

下した。なかでも日本は77.4%から54.8%へと低下し、

下落幅、下落率とも仏国に続き主要5カ国中第2位を記

録し、仏国につぐ脱石油化の成果をあげた36。原子力開

発を電源開発における脱石油化戦略の柱と位置づけて

積極推進した国ほど、脱石油の達成度が大きかった。

日本の取組みは、量的拡大は原子力が主役、負荷調

整能力の拡大は火力と言える。しかし、電源開発の柱

とした原子力とLNG火力は、いずれもベース負荷に適

し、負荷調整能力の乏しい電源であった。それは、原

子力発電は経済性や技術的特性から高稼働運転が望ま

しく、LNG火力は燃料輸入の長期契約により受け入れ

間隔が固定されていたからである。

一方、電力需要の昼夜間格差は1970年代に入って拡

大し、ピーク対応は揚水式水力、ベース負荷とピーク

対応負荷との中間負荷は石油火力が担ったが、電力系

統容量や原子力比率の増加に伴い一層の負荷調整能力

が必要となった。火力では超臨界圧変圧運転方式37の

採用で、負荷調整能力の拡大と総合熱効率の向上に貢

献した。また、優れた負荷調整能力に注目し日本が世

界に先駆け開発した大容量揚水式発電所の建設が相次

いだ。

さらに、地球環境問題の深刻化に伴う原子力開発の

積極的推進を忘れてはならない。1980年代に入って、

各業界の環境保全対策への取組みで地域的な産業公害

問題は減少したが、酸性雨による生物被害、フロンガ

スによるオゾン層破壊、CO2ガスよる地球温暖化など

地球規模の環境問題が注目されてきた。その中で、温

室効果ガス排出による地球温暖化が最も困難な課題で

あるが、主因とされるCO2は人間の諸活動に伴って必

然的に排出され、解決策は見出し難い。しかも、地球

温暖化問題は電力業界と深く関り、日本の各種温室効

果ガスの排出割合では、エネルギー利用に起因する

CO2が約9割を占め、地球温暖化問題がCO2問題であり、

エネルギー問題と指摘される所以である。日本の電力

化率38は約42%（2001年度）という高水準にあり、地

球温暖化問題の解決で電気事業者が負うべき責任と果

たすべき役割は極めて大きいことがわかる。

1980年代後半から90年代は、地球温暖化防止策とし

てのCO2排出量削減、原油価格高騰の影響の最小化な

どから原子力への期待が高まり、原子力行政面から推

進された。

技術面では、電源多様化によるベストミックス、電

力系統の増大による系統運用からの最大ユニット容量

の緩和、そして大電力・長距離の安定送電技術の確立

などにより制限要因が漸次解消されたこともあって、

原子力発電所のプラントやユニット容量の増大、ひい

てはタービン発電機の大容量化が進んでいった。

発電プラントの大容量化は計画通りに進むかに見え

たが、国内外の原子力発電関連施設で重大事故が発生

し、原子力の安全性への信頼が揺らいだことは否めず、

国民の不安がつのった。また、核燃料の持つ巨大エネ

ルギーは、その原因の如何に拘らず一度事故が発生す

ると封じ込めの難しさを世間に知らせた事故であった。

事故調査・分析に基づく本質対策による再発防止は

勿論、事故時を想定した運転員の訓練、周辺住民や運

転員の医療体制整備などの一層の取組みが不可欠であ

る。これらの取組みと着実な実行による信頼の回復が

最重要、緊急課題であり、その先に原子力開発計画、

特に経済性追及の視点からの推進がある。

タービン・発電機の製作可能最大容量は、世界トッ

プレベルにある日本の鍛造メーカの高品質、大形一体

塊状ロータ軸材の製造供給能力により著しく増大し、

これに低回転速度の採用による高い設計自由度など

で、タービン発電機が発電ユニットの大容量化を制限

することはない。現行技術で1,600MW級、技術改良で

2,500MW級までの大容量化は可能である。なお、高・

6 考察

原子力発電プラントの大容量6.1

タービン・発電機の大容量化6.2
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低圧タービンより構成される蒸気タービンは、容量増

加に伴い低圧タービン数を増やすことで対応できるた

め大容量化がタービン発電機よりも容易である。

原子力プラントの稼働率は、初期には非常に低レベ

ルにあった。1975年代前半でも、BWR型発電所のステ

ンレス鋼配管の応力腐食割れ、PWR型発電所の蒸気発

生器の伝熱管の腐食などの対策のため設備利用率39は

50%程度であった。これらの原因究明と抜本的対策に

より1980年度以降は向上し、その後のトラブル減少に

加え、運転期間の長期化、定検期間の短縮などにより

1983（昭和58）年度に70%を超え、以来10年以上に亘

り高水準にある。

これらは、1975（昭和50）年に始まった自主技術に

よる信頼性、稼働率の向上、被曝線量の低減、点検の

効率化を目指した軽水炉改良標準化計画（3-4-3参照）

の成果であった。第一次計画では設備利用率約70%、

定期検査日数約85日（従来は90～100日）、第二次計画

ではそれぞれ約75%、約70日を目標としていた。1998

（平成10）年には過去最高の84.2%の稼働率を達成して

いる。しかし、2002（平成14）、03年度には一部の発

電所における長期停止の影響で70%、60%の低水準と

なった（図6.1参照）。

原子力発電所の安定運転には適切な予防保全が必要

である。そのため、電気事業法の規定により実施され

る定期検査は、原子炉設備では約1年に1回（13カ月以

内）、タービン設備では約2年に1回、国が定めた検査

要領に基づく実施が義務づけられている。これにより、

設備の健全性確認を主目的とする定期検査と、劣化し

た設備の修理・改造を実施している。この検査項目内

で発見され適切に処置される不具合もあるが、これ以

外の自主的検査項目で不具合の発見事例もある。

また、ある原子力発電所で発生した事象を他発電所

の運転・保守の参考にして、予防保全の効果を高める

ための情報交換・共有化の仕組みが構築され有効活用

されている。

一方、実際の事故の調査では、本来検査すべき項目

の失念・簡略化、検査内容の不備、検査・修復時の技

術・技能不足による不具合の再発なども少なくないと

いう現実もある。

高稼働率の過度の追及で、本来の健全性チェック

がなおざりにされ、結果としての重大事故発生で機

器損傷、修復に要す長期停止による間接損失など莫

大な経済的損失を被るような事態は絶対避けなけれ

ばならない。

不幸にして国内外で発生した事故については、真因

追求、本質的対策の実施、ヒューマンファクターに関

するミス再発防止のための訓練・教育の実施など国、

電力会社が一体となり、「負の遺産」を「正の資産」

に変える取組みが続けられている。

タービン発電機には法令による定期検査の規定はな

いが、経年劣化部位が存在するため健全性チェックは

不可欠である。検査期間の短縮と成果の両立からロー

タ引抜き分解なしで実施できる検査・診断技術（検査

プラント運転稼働率の向上と信頼性維持6.3

図6.1 原子力発電所の設備容量と設備利用率の推移
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ロボット、監視と寿命診断）や弱点部の本質対策など

の取組みが必須で、結果的には稼働率の本質的改善に

つながる。

現在は、一定間隔ベースの検査が広く採用されてい

るが、検査期間の短縮を図りながら実を挙げる観点か

ら、定期検査中および運転中のオンライン、オフライ

ン監視・診断によるコンディション・ベースの検査・

保守が有効と考えられる。

1980年代後半から次第に原子力発電のもつ社会的メ

リットが明瞭になったが、逆風ともいえる事態が、こ

の時期には幾つか現出した。国内外の原子力発電関連

施設で数件の重大事故が発生し、原子力開発の安全性

に対する信頼が揺らいだ点を指摘しなければならない。

1979（昭和54）年3月28日にアメリカのペンシルベニ

ア州スリーマイルアイランド（TMI）原子力発電所2号

機で、周辺に放射性物質が放出され、住民の一部が避

難する事故が発生した（以降TMI事故と称す）。この事

故の発端は、蒸気発生器に冷却水を送込む主給水ポン

プが停止したことである。事故時、本来作動すべき補

助給水ポンプの弁が閉じられており、送水されなかっ

た。また、自動的に起動した非常用炉心冷却系を運転

員が止めてしまったり、原子炉の圧力低で閉じるはず

の加圧器の圧力逃がし弁が開の状態になっていたり、

機器故障や誤操作が幾つか重なった。このため、炉内

の冷却水が減少して炉心上部が蒸気中に露出し、燃料

の損傷、炉心構造物の一部溶融に至る事故となった。

また、1986（昭和61）年4月26日、ウクライナ共和

国チェルノブイリ原子力発電所4号機の原子炉破損事

故である。外部からの電力供給が停止した際に、ター

ビン・発電機ロータの慣性による取出し可能電力の確

認試験中に発生した。運転員は、規則違反の原子炉自

動停止装置を解除し、予定外の炉の安定運転が困難な

低出力で、しかも制御棒を規則違反のレベルまで引抜

き運転した結果、炉出力が急上昇し、燃料の過熱、多

量の蒸気発生、圧力管の破壊、原子炉と建屋の一部破

壊に至った。放射性物質が外部に放出され、半径

30km内の住民約13.5万人が避難した。さらに、放射性

物質は国境を越え、隣接の欧州諸国に放射能汚染をも

たらした。この事故は、炉型も日本と全く異なり、日

本では考え難い人為的ミスによるものであったが、そ

の被害の深刻さは日本国内でも大きな波紋を呼んだ。

国内でも、1989（平成元）年1月6日に福島第二原子

力発電所3号機で原子炉再循環ポンプ破損事故が発生

した。事故原因は、水中軸受リングの溶接不良箇所に

ポンプ羽根車の回転遠心力が繰返し加わり疲労破断し

たものと推定された。

さらに、1991（平成3）年2月9日、美浜発電所2号機

で蒸気発生器の伝熱管1本が破断し、非常用炉心冷却

装置が働いた。調査の結果、伝熱管の振れ止め金具の

組立不良で、伝熱管に異常振動が発生し高サイクル疲

労による破断であった。

また、1995（平成7）年12月8日に高速増殖炉原型炉

「もんじゅ」で2次主冷却系配管からのナトリウム漏洩

事故が発生した。炉の発生熱を蒸気発生器に伝える2

次主冷却系の液体ナトリウムが、配管に取付けられた

温度計さや管の破損により漏洩した。事故原因は、温

度計さや管の設計不良によりナトリウムの流れで振動

し、破損したものであった。

その後も、1997（平成9）年3月の東海再処理施設で

の爆発事故、1997（平成9）年7月の敦賀発電所2号機にお

ける1次冷却材漏れ、1999（平成11）年9月のジェー・

シー・オー加工施設での臨界事故、2001（平成13）年

11月浜岡原子力発電所1号機の余熱除去系蒸気凝縮系

配管破断事故、2004（平成16）年8月の美浜発電所3号

機の2次系配管破損事故など原子力発電関連施設の重

大事故が相次ぎ、原子力開発に関する国民の信頼を損

なった。

事故発生後、国は特別委員会を設置して原因究明と

対策検討し、各設備を所管する省庁により抜本対策に

よる再発防止と他発電所への水平展開について電力会

社他を指導した。

たとえば、東京電力ではTMI事故を契機に、①指示

計・記録計の追加、操作スイッチ・監視計の色別化、

警報の重要度による分類と色別化、誤操作防止対策の

見直しなど中央制御室操作盤の改良、②事故時手順や

日常巡視点検の見直し、非常用機器状態確認チェック

シートの採用、各中央制御室への特別管理職当直長の

配置など運転管理面出の改善、③BWR訓練センター

の訓練設備の増強、当直長認定制度の発足にともなう

認定対象者の研修強化、長期養成訓練計画の作成と実

施など教育訓練の拡充、④原子力技能訓練センターの

設置による所員の運転・補修技能の向上、関連企業職

員の訓練・養成、⑤防災計画（原子力災害対策編）の

見直し、⑥原子力発電所における緊急医療体制の整備、

などの施策を実施し再発防止に取組んだ41。

事故の真因追及と恒久対策の実施、同型機への水平

展開により類似事故の再発防止を着実に実行すること

で原子力発電への信頼回復・向上の取組みを誠実に実

施した。この様に、政府と電力業界は、原子力発電の

不具合・事故の情報共有化と水平展開406.4
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安全性の確保にいっそう努め、不安感や不信感を払拭

することに全力をあげた。その努力の積み重ねで、次

第に設備利用率は回復していった。

なお、国内外で原子力事故が発生した場合、その影

響の拡大を防止し、またその影響を最小限に止めるこ

とを目的に、国際的な枠組みとして原子力事故の早期

通報に関する条約があり、日本は1987（昭和62）年に

この条約に批准した。国内で国境を越える影響を伴う

原子力事故が発生した場合、国際原子力機関（IAEA）

およびその影響を受ける恐れのある国に対して事故情

報を早期に通報することになっている。国外の事故に

対しても、同ルートで情報提供される。

原子力発電所の通常の運転操作は、現在の技術水準

ではその大半は自動化でき、実際の発電所でも大部分

が自動化されており、計装制御上の重大な問題は見当

たらない。

しかし、事故時などの非定常的な運転操作、特に異

常時への対応は、原子力発電所においては重大問題で

ある。実際に生じた事故の調査・分析では、未検討部

分や想定外部分が実に多く、システム設計コンセプト

の不足・欠落など未確立と言わざるをえない。本課題

は、TMI事故で顕在化し、関係者に緊迫感が走った。

その中核はマン・マシン・インターフェース設計、ひ

いてはそのソフトウエアの大部分を占める異常診断技

術である。

TMI事故を契機に、異常対応の基本設計コンセプト

が、“Design Safety”から“Operational Safety”に

改められた。すなわち、予め人間の思い至る範囲内の

対策（Design；設計）では、人間の思いあたらない事

故は防ぎきれない。そこで、原子炉の安全性を直接的

に示すプロセス変数、すなわち安全パラメータに注目

し、遭遇する異常状況に応じて、少なくとも安全パラ

メータ値だけは許容範囲内に収める（Operation；運

転）という思想である。

米国では、TMI事故直後から運転操作監視盤に関す

る人体測定学的な機器配置と表示情報の方法が徹底的

に見直され、応急的措置ではあったがOperational

Safetyの設計思想に基づく安全パラメータ表示システ

ム（Safety Parameter Display System）を設置するこ

とが推奨された。また、世界レベルで異常診断技術の

研究開発が一層推進された。日本でも、電力会社、メ

ーカが世界動向に沿って取組んだ。さらに、通産省主

導による「運転支援システム」の開発が始まり、異常

診断へのエキスパートシステムの適用検討が進んだ。

原子力発電所のような巨大システムでは、人間要素

の介在を無視することはできず、むしろ人間がシステ

ムの機能中枢を占めている。人間要素が常軌を逸した

最悪の例が、TMI事故とチェルノブイリ事故で、前者

は冷静さを欠いた動転によるミス、後者は油断による

ミスにより、人間が犯すミスの代表的な2例である。

この様なヒューマンファクターに起因するミス防止・

再発防止の観点から自動制御化の推進が検討され、現

在の高度に発達したツールの適用により何れも理論的

に可能である。

しかし、大重量、巨大構造物の熱的、動的、静的

ストレスの影響、また高慣性の構造物の複雑な挙動、

そして高精度の制御機構などを考える時、自動制御

はハードの使用限界、長期劣化要因に立脚した制御

の最適化が不可欠であり、過度の自動制御は将来に

大きな課題を残す結果になろう。

異常運転・事故時対応の自動化と
マン・マシン・インターフェー426.5

自動制御とマン・マシン・インターフェース6.6
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原子力発電プラントは、電源開発における脱石油化

戦略の柱、量的拡大の主役、そして昨今一層深刻化し

てきた地球環境問題に伴う対応策としてその重要さが

増し、積極的推進が望まれるが、その実現のためには

解決しなければならない課題が残っている。その主要

課題を以下に取上げる。

電源構成に占める原子力発電比率の増大につれ、

負荷調整運転の必要性が唱えられるようになった。

原子力プラントの負荷追従性は改善され、運転検証

済（5-4-2参照）であるが、商用原子力発電所での試

験実施は計画されたものの日本では未だ実施されて

いない。

原子力発電プラントの負荷調整運転には炉の変圧

運転が必要であるが、原子炉の長期信頼性に与える

影響について必ずしも十分に解明されていない。ま

た、海外の事故例などから炉の変圧運転に対する安

全性に不安が残り、地域住民の同意が得られていな

い。現在、定格一定出力にて運転され、負荷調整の

役割は火力発電プラントが担っている。

日本全体で見た原子力の発電力比率は現状約30%で

あるが、既に一部電力会社では50%強まで増大してい

る。将来的に電力系統容量と原子力比率がさらに増大

すれば、原子力発電でも負荷調整運転が必要になり、

近い将来の現実的な問題となることは必至である。

原子力発電プラントの負荷調整運転を検討する場

合、巨大構造物である原子炉、そして繊細な制御・作

動が要求される燃料および制御棒などの1次系に係わ

る課題が最重要であるが、2次系のタービン・発電機

においても運転モード変更に伴う弱点の抽出と対策が

必要である。タービン発電機においては多頻度起動停

止に伴う低サイクル疲労、長大ステータコイルの熱膨

張収縮、運転停止中のロータ低速回転（ターニング運

転）に伴うスロット内でのコイル上下方向の移動によ

る絶縁損傷などが新たな問題として顕在化する。これ

らの問題は、レベルは異なるが既に火力プラントで経

験済の事象であり、その対策の確実な実施で解決でき

る。しかし、原子力プラントに特に要求される高信頼

度運転の観点から、本質対策に加えオンラインおよび

オフラインの運転監視診断装置の設置による状態診断

の併用を検討する必要がある。

原子力発電プラントの大容量化は、電力需要の増加

対応、電力系統運用、およびプラント建設費など多面

的な検討が必要である。その主な課題を下記する。

・立地難による用地の最大活用とスケールメリットに

よる経済性追及

・他発電システムとの比較で経済性優位の確保

・事故時の巨大エネルギーの制御

・主に停止時の電力系統容量不足のバックアップ

・負荷調整運転の役割（MW、MVAR、周波数・電圧

調整機能・役割）の他発電システムとの分担

原子力発電プラントが、主要発電システムとしての

地位を占めるにつれ電力料金への影響が増す。経済性

改善の実現手段は種々あるが、ユニット容量の大形化

もその一つである。また、現状では発電所毎の個別仕

様が一般的であり、発電所建設費の増加ひいては発電

原価へのインパクトは無視できない。経済性の改善に

関わる課題の他、上記の課題の解決策として、以下の

考えもある。

・プラント標準化

・中容量標準プラントの採用と、設置台数増による発

電所総出力の増加

既に諸外国では標準プラントの採用は一般的であ

り、また将来プラントとして中容量標準プラントの採

用も既に検討され、発電所出力の増加要求に対して台

数増で対応できる。

タービン発電機では、将来的に超大容量化した場合

はロータ設計が制限要因となるが、入手可能なロータ

軸材の制限内で冷却性能の改善により対応可能であ

る。ただし、低速・高剛性ロータという有利さはある

が、火力機並にコイル温度が上昇した場合のロータ振

動、特に軸の熱曲がり、そしてコイル熱伸び量増大へ

の対応技術の確立が必要となる。

一方、蒸気タービンは基本的に低速回転機が採用さ

れ、高圧タービンの排気分流の増加による大容量化対

応となる。低圧タービン車室数の決定は、蒸気流量が

最も多い低圧タービン最終段翼で決まることから、最

終段翼の長翼化は経済性追及とプラント効率改善から

今後とも重要な課題である。

以上から、2次系機器は超大容量化に伴う課題はあ

るが、プラント最大容量の制限要因、決定要素となら

7 今後の課題と対応

原子力発電比率増と負荷追従性7.1

今後ともプラント大容量化か?7.2
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ず、1次系主要機器である原子炉の得失から検討すべ

きである。

世界で唯一の被爆体験国としての国民感情、国内外

の原子力発電所における相次ぐ重大事故で、今や原子

力安全神話は崩壊し始めており、原子力プラントへの

不信感は増大していると言わざるをえない。したがっ

て、建設受入れ地点の極端な減少と反対運動の高まり

で原子力発電所の立地難は以前にも増して悪化してい

ると言わざるを得ない。数少ない原子力発電所建設用

地の有効利用から、プラントの高出力密度化と容量の

最大化が一層必要となる。また、新規プラント建設地

点は、需要地から一層遠隔地となることから大容量・

長距離送電は避けられない。

しかし、これらの課題解決は当然であるが、何より

も高信頼で安全な原子力発電プラントの実現へ向けて

の弛まぬ努力による国民の信頼の確保が最重要課題

で、永遠の課題とも言える立地難問題の解決策である。

規制緩和が進む中で、原子力発電プラントの発電原

価低減と信頼性確保から考察する。

社会全体の規制緩和、競争原理導入の流れのなかで、

電気事業においても2000（平成12）年に電力小売自由

化が導入され、従来の地域別・独占的な電力供給事業

体制が崩れ、新規参入事業者のみならず、他電力会社

とも対等に競争しなければならなくなった。各電力会

社とも総発電力量に占める原子力比率が増加の一途に

あり、その経済性追及からプラントの建設・保守・運

転に係わる費用の低減・効率化の取組みは重要である。

今日までの日本の原子力電源開発において、原子力

関係者は、安全性を最重視した厳しい要求に応えて信

頼性向上に取組み、世界的にもトップレベルのプラン

トを実現した。一方、電力事業を取巻く環境や工業立

国としてのエネルギーコスト引下げなどの要求から発

電原価の低減が重要課題となっており、経済性追及と

プラント信頼性維持との両立が不可欠である。既に、

技術的検討は実施されており、技術の高度化が打ち出

されている。これは経済性と高度の信頼性を追及した

次世代原子力発電の実現で、情報、エレクトロニクス

技術の高度化によるトラブルの未然防止、運転員や補

修員の訓練や技術支援体制の確立、標準化の徹底によ

りコストダウンを狙っている。

また、定検時の点検範囲の適正化も進んでいるが、

依然として重大事故が発生している現状を鑑み、見る

べき箇所の確実な点検実施、メーカ任せの体制見直し

など根本的な取組みにより、真に運転稼働率向上の実

を挙げられる仕組み作りが課題である。

日本初の商業用原子力発電所の営業運転開始から約

40年が経過し、現在稼動中の全54基（2005年12月末）

の内、30年を経過したプラントは8基、20年経過は23

基である。運転開始後30年を目途に技術的観点から各

機器の詳細評価を実施し、現状の保全項目に加え、充

実すべき新たな保全策を基づき『長期保全計画』を策

定するようにしている。この「高経年化対策に関する

基本的な考え方」について原子力安全委員会は妥当と

認め、2003年には法令上の位置づけを明確にするため

の通商産業省令が制定された。

経年プラントの延命策は早くから検討され、既に実

施されているが、基本的には劣化診断による余寿命推

定と部分交換を含む対策の実施である。その主要課題

について述べる。

・オンライン、オフラインコンディションモニターと

余寿命診断技術による保全策の実施

・1次系機器の運転使用限界についての基準（強制力

ある基準）の確立と電力会社の自主的判断部分の見

直し

・法対象外機器・部分の点検項目見直し

・劣化診断・余寿命推定のための材料データベースの

整備

・ブロックメンテナンスの適用拡大

・使用済・取替え機器・装置の処理

原子力プラントの長寿命化はあるが、その先での廃

止措置は避けて通れない。廃止措置に伴い発生する解

体廃棄物の総量は、1,100MW級軽水炉の場合、約50～

55万トンになる。その大半は、通常のビル解体時にで

る廃材で、放射性物質による汚染のない廃棄物および

汚染レベルが極めて低い廃棄物である。現状は、すべ

ての廃棄物を発電所外に持ち出すことは禁止されてお

り、今後の廃止措置プラントの増加を考え、解体廃棄

物の再資源化などから法整備が進行中である。また、

高放射性物資に汚染された原子炉の解体技術の開発は

早くから取組まれ、現在は東海発電所の解体に採用さ

電源立地7.3

経営効率と安全性7.4

プラントの延命7.5

廃炉と廃炉技術7.6
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れている。今後、廃炉が増えてくることから、より効

率的で安全な解体技術の確立が急務である。主要課題

を以下に示す。

・廃棄物処理（現在は発電所内保管、膨大な量、再利

用化）

・廃炉解体技術の準備・確立（東海発電所）

軽水型炉などで利用可能な核燃料はあと約85年間と

言われ、その先のエネルギー資源の確保は深刻な問題

である。その対応策のひとつの増殖炉は未だ開発中で、

変換効率や経済性についての検証は世界で唯一続行中

である日本に課せられた課題であり、その将来性の見

極めが求められている。

日本は、原子力発電開発当初より使用済核燃料を再

処理して有効活用するという基本方針で推進し、2003

（平成15）年の『エネルギー基本計画』で確認されて

いる。その背景に、日本のエネルギー事情、そして長

期安定供給があり、以下の理由による。

エネルギー需給の観点から

・日本のエネルギー自給率は4%、先進国の中で最も

脆弱なエネルギー基盤である。

・中国他アジア諸国の経済の急成長に伴い、世界のエ

ネルギー需要は急増傾向にある。

他のエネルギー資源の特性から

・石油や天然ガスの場合、埋蔵量や資源の偏在により

供給が不安定になる恐れがある。

・石炭他の化石燃料はCO2ガス排出問題があり、地球

環境対策の新たな課題の発生。

・太陽光、風力発電は理想的エネルギー源だが、電力

需要への基幹電源となりえない。

ウラン資源の特性から

・使用済核燃料に残存するウランやプルトニウムなど

は有用資源として再利用が可能。

・FBRに至る原子燃料サイクルの確立で、ウラン資源

の利用効率は現在の100倍に増大。

原子力発電の特性から

・エネルギーの安定供給に大きく貢献。

・発電に伴う二酸化炭素の排出がなく、地球温暖化対

策に関して有効。

図7.1に使用済ウラン燃料を最大限に有効活用する

プロセスである「原子燃料サイクル」を示す。

燃料サイクル437.7

図7.1 原子燃料サイクル
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原子燃料サイクルの中核的な施設となる六ヶ所再処

理工場は1993（平成5）年に着工し、本格稼働に備え

た試験中である。再処理燃料の経済性は発電原価から

重要課題であるが、環境やエネルギー安定供給も総合

的に考慮し、長期的視点からの取組みが必要である。

使用済燃料には、再処理できる燃え残りのウランや

新たに生成されたプルトニウムが含まれており、この

プルトニウムを取り出し現在稼働中の軽水炉で利用す

るのが「プルサーマル（plutonium thermal use）」で

ある。実際に使用する燃料は、プルトニウムの利用効

率をあげるためプルトニウムとウランを混ぜたMOX

（ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料）として使用

し、炉心に装荷するMOX燃料の割合を全体の1/3程度

以下では、運転中のMOX燃料の燃焼はウラン燃料と

大差はなく、既に海外では多くの導入実績がある。

プルサーマルは、1995年に現状の軽水炉でMOX燃

料を安全に使用できると判断し、各自治体の事前了解

を得た。最初のMOX燃料輸送が、1999（平成11）年

に仏国から福島第一原子力発電所専用港に到着した。

しかし、その直後、ジェー・シー・オー再転換工場の

臨界事故や燃料製造データの改ざんなどの不祥事があ

り、計画は実施されていない。

さらに、1995（平成7）年の高速増殖炉原型炉「も

んじゅ」のナトリウム漏洩事故で運転停止したことは、

わが国のプルトニウム利用政策に再検討を迫る出来事

となった。

日本のエネルギー事情、そして長期安定供給の観点

からはプルサーマルの早期実施が必要であるが、それ

以前に今日までの本計画に係わる不祥事を反省し、諸

施策の確実な実施による国民、地域住民の信頼獲得が

先決であろう。

日本の原子力産業は国内市場のみを対象として発展

してきたが、国内新規プラント建設の減少により、海

外市場への進出も視野に入れた対策が必要である。国

際レベルでの価格競争力のある機器設計・製造技術力

の確立は当然であるが、他に国際化に不可欠の多くの

課題がある。その主な課題として、

・ドキュメント類の国際化、特に現地工事・運転マ

ニュアル関連

・現地人運転員レベルを考慮したプラント設計力、特

に事故時などの人間系処理

・商習慣（契約）の違い

・技術供与側の経験（受ける側は多数）

・少数派遣技術者による技術指導体制（国内プラント

での膨大な技術者派遣の恒常化）

・不具合発生時対応の訓練指導（特に高放射線区域に

おける特殊作業の予備事前訓練体制・設備）

などの準備が原子力発電プラントという巨大プラント

輸出には不可欠である。

国内新設プラントの減少、さらに1つの発電所建設

期間の長期化などにより技術者の経験の場が減少し、

育成は勿論のこと確実な技術継承への影響は否めな

い。このことは、新規原子力プラントの建設を中止し

て久しい米国の例を引き合いに出すまでもない。これ

らの問題・課題について下記する。

・製造・建設経験の場の確保‥‥作り続けることの重

要さ、実体験なくして技術は維持・改善できない。

国レベルの対策検討が必要

・多数必要専門分野の経験ある技術者・技能者の確

保・維持‥‥新規プラント建設が減少するなかでの

実現、国レベル、炉型レベルでの対策の必要性、

Know-Howの多い技術部門での共有化の仕組み構築

・運転技術の維持・向上‥‥運転訓練センター、プラ

ント運転シミュレータ

・補修訓練センター

・失敗に学ぶ

これらに、経営的な判断がされ、“米国の轍”を踏む

ような事態が生じ、製造の現場を失った場合の技術の

低下は急速で、エネルギーと言う日本の根幹を揺るが

す事態は必至である。国、電力、そしてメーカが一体

となった取組みによる問題解決が緊急的な課題である。

輸出競争力7.8

原子力プラント・機器設計・
製造・運転・保守技術力の維持7.9
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原子力発電プラントについて黎明期から今日までの

約40年間の発展を概観してきた。当初、日本には原子

力発電関連の基盤・要素技術はほとんどなかったが、

非常に短期間で開発が進み、西側主要先進国の中でも

上位に位置する原子力発電設備を保有し、高い原子力

発電比率を実現した。それは、開発着手時に化石燃料

に次ぐ次世代エネルギー源と考え、国はエネルギー政

策の中にきちんと位置づけ、主導的に、時には過保護

とも思える支援で、電力会社やメーカを育成してきた

ことによるところが大きい。

世界唯一の被爆体験国として核に対する特別な感情

がある中で、絶対と言っても過言ではない安全性と信

頼性の確保が最大課題であった。この絶対条件の実現

を基本として取組み、海外機器の輸入の検討に際して

も運転・建設実績のある炉型を条件に選択し、そこに

日本の特殊事情とも言える耐震性を考慮した設計で進

めてきた。その結果、経済性の追及よりも安全性、高

信頼性重視の開発で、世界的にもトップレベルを達成

できた。また、海外導入技術からの脱却を図り、自主

設計、独自技術で日本形原子炉を開発・実用した。こ

れらの成果は顕著で、稼働率は大幅に改善されて総発

電力量に占める原子力比率は30%にまで増大し、「原

主油従時代」が到来した。

しかし、産業立国としてのエネルギーコスト低減の

要求から発電原価の引下げ、高設備稼働率の追及など

の事業的な要求と安全性・高信頼性の維持の両立が求

められた。また、国内電力会社のみを顧客としてきた

が、海外市場に進出をせざるを得ない時代に突入し、

真に国際競争力の確保が要求されている。

この様な事業的、技術的な環境下で、新たな課題、

あるいは再度の認識で新たな取組みが要求される課題

がでてきている。その主な課題を以下に挙げる。

1．関係技術者が懸念する問題を、放置することなく

根本的に解決する取組み。（基準・法令に合致する

から大丈夫と言った考えの放棄）

2．経営と安全性確保のバランス

3．隠す体質、きれいな結論、説明し易いシナリオな

どの排除

4．自動制御の高度化の重要課題は診断であり、現象

の理解なくして閾値の設定は不可

5．「負の遺産」を風化することなく「正の資産」に

する努力の継続

6．システムの中心は人間。画像情報ではなく、実体

験こそが緊急時に役立つ

7．隆盛期の失敗を知り、乗り越えてきた技術者の知

識・経験を今に伝える仕組み作り

（失敗を知らない人への失敗の恐ろしさ、臨場感を

如何に伝えるか!）

8．グローバル、ボーダレス時代の内なる国際化の加速

9．核燃料の有効活用から、燃料サイクル技術の早期

確立と実行が緊急

原子力発電プラントの最大の課題は、放射性物質の

生成である。その意味では次期エネルギーと目された

実用試験炉ITERプロジェクトが国際協力で2015年の

初臨界を目標に推進されているが、中性子問題は残り、

将来的に中性子を放出しない炉の開発が望まれる。

しかし、政府、電力会社が中心になって国の根幹を

なすエネルギー問題に取組み、努力しているなかで、

機器を熟知し、安全性・信頼性の重要さ認識し、そし

て技術者の良心とも言える「技術への真摯な取組」が

望まれる機器メーカの技術者が、データの改ざんや品

質問題を看過する不祥事が今も続き、結果的に国のエ

ネルギー政策に計り知れない影響を及ぼしていること

は残念である。

8 まとめ
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〈注釈〉

1 ［解説］実際に使用された電力（kW）のある期間（例えば年）における平均の、最大発電可能電力に対する

比率をいう。

2 ［解説］天然ウランは原子炉で使用されるまで化学的、機械的加工が行われ、また原子炉で使用された後も

再処理し核分裂物質を抽出し再利用する。この一連の循環過程を言う。

3 BP統計2004、OECD/NEA-IAEA「URANIUM2003」

4 経済産業省編集「原子力 Nuclear Energy 2004」

5 ［解説］2003年度における一般電気事業用発電設備容量は23,472万kWである。

6 日本原子力研究所「日本原子力研究所史」平成17年3月1～9頁

7 ［解説］核拡散を防止し、原子力平和利用を目指す国連の1機関で1957年設立。原子力の軍事転用を検証、原

子力発電など平和利用目的とした核関連技術の研究・開発を担当。

8 東京電力株式会社「関東の電気事業と東京電力」 2002年　740～743頁

9 日本原子力研究所「JPDRの導入と建設」File3

10 ［解説］減速材および冷却材に普通の水（軽水）を使っている原子炉で、沸騰水型（BWR）と加圧水型

（PWR）がある。

11 ［解説］ウラン235が核分裂すると、複数個の新しい中性子が飛出し、この中性子が次の核分裂を起こす。核

分裂が連続的に続く連鎖反応が同じ割合で持続する状態をいう。

12 辻本　進「原電1号炉の運転経過」原子力工業　第12巻 第10号 17～31頁

13 吉岡　俊男「原電敦賀発電所の建設計画」原子力工業　第12巻 第2号5～9頁

14 東京電力株式会社「関東の電気事業と東京電力」 2002年　742～743頁、831～835頁

15 電気学会「電気工学ハンドブック第6版」p1167～1171（2001）

16 電気学会「電気学会100年史」p398～399（1988）

17 K. Takamura et al; Advanced PWR in Japan,3rd Conf. JSME/ASME Joint Inter. Conf. on Nucl.Apr.

23 27,1995,Kyoto,Japan

18 電気学会「電気学会100年史」p399（1988）

19 電気学会「電気工学ハンドブック第6版」p1205～1213（2001）

20 資源エネルギー庁原子力発電課（編）：原子力発電便覧1997年版　電力新報社

21 科学技術庁：FBR広報素材資料集（第2版、平成2年3月）

22 ［解説］中性子の核反応の発生を定量的に扱うために用いる量をいう。

23 福井県の原子力

24 ［解説］コイルエンド部に設けた吸入孔から冷媒を導体内流路に取込む方式

25 ［解説］スロット下部の溝（サブスロット）からコイルに冷媒を供給する方式

26 「東京電力 福島第二原子力1,300MVAタービン発電機」東芝レビュー35巻3号（1980年）

27 電気学会「電気工学ハンドブック第6版」p1195（2001）

28 ［解説］送電線各相の対地静電容量（キャパシタンス）の均一化のため、各相の位置を変えることを撚架と

言うが、建設費用低減から近年廃止（不撚架）の傾向にある。

29 ［解説］進相運転時、ロータ端部漏洩磁束とステータ端部漏洩磁束が同一方向に流れるためステータ端部鉄

心に侵入する磁束が増加する。増磁作用と呼ぶ。

30 ［解説］発電機が定格負荷状態運転しているとき,発電機の端子電圧が突然変化するのと等価な変化を自動電

圧調整装置に与え、変化を与えた瞬間から0.5秒間に得られる励磁装置の等価電圧変化の割合を定格状

態における電圧で割った値（単位法で表す）

31 ［解説］定義された条件において励磁装置がその端子から供給可能な最大直流電圧

32 大容量タービン発電機の超速応励磁方式　東芝レビュー30巻4号（1975年）

33 Evaluation of field insulation of turbine-generators with higher thyristor excitation IEEE 85SM 342-1（1985）

Reliability study on field insulation of turbine-generators with higher response excitation CIGRE 1986

Session 11-06 （1986）

34 Reliability study on field insulation of turbine-generators with higher response excitation CIGRE 1986

Session 11-06 （1986）
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35 ［解説］送電線と大地間の静電容量などによる各相交流抵抗の不均一を解消するため、3相送電線の大地間の

位置を平均化するように撚架すること。

36 東京電力株式会社「関東の電気事業と東京電力」p952～954、p981～（2002）

37 ［解説］ボイラの発生蒸気圧力を変化させ蒸気流量を調整する運転方式で、起動停止や負荷変動を大幅に迅

速化し、最低負荷時の出力低減幅を拡張できる。

38 ［解説］総エネルギー需要に占める電力需要の割合

39 ［解説］発電所が、ある期間の実際の電力量と、その間休まず最大出力で運転したと仮定した時に得られる

電力量との百分率比

40 経済産業省 資源エネルギー庁「原子力 NUCLEAR ENERGY 2004」第32版（2004）

41 東京電力株式会社「関東の電気事業と東京電力」p930（2002）

42 電気学会「電気学会100年史」p400～401（1988）

43 電気事業連合会「電気事業の現状」2005年版

44 電気事業連合会「電気事業の現状」2005年版
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付録1 原子力発電所一覧表
2005年12月末現在
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付録2 原子力用タービン発電機定格一覧表
2005年12月末現在
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